1章　行政のしくみ

1-1行政組織の基本概念

［1］行政主体
　　　　　・行政主体＝行政上の権利義務の主体／行政を行う権能を与えられた法主体
　　　　　　　→国／地方公共団体／独立行政法人

［2］行政機関

　【1】意義

　　　　　・行政機関＝行政主体に代わって行政活動を行う内部機関→権利義務の主体ではない

　【2】種類

　　（1）行政庁

　　　　　・行政庁＝行政主体の法律上の意思を決定して外部に表示する権限をもつ機関
　　（2）諮問機関

　　　　　・百選123

　　（3）参与機関（議決機関）

　　　　　・広義の諮問機関のうち、その提言等が行政機関を法的に拘束するもの

　　（4）監査機関

　　（5）執行機関

　　　　　・行政目的実現のため必要とされる実力行使を行う機関（ex警察官／租税職員／消防職員…）

　　（6）補助機関

　　　　　・日常事務を遂行する機関（ex一般職員）
［3］行政庁
　【1】行政庁の組織

　　（1）独任制と合議制

　　　　　・原則として独任制、行政委員会など特に公正な意思決定／専門技術的な判断が求められるときは合議制

　　（2）階層性

　　　　　・上級行政庁が下級行政庁に対して指揮監督権限を行使するピラミッド型構造

→監視権／許認可権／訓令権／裁定する権限

　　（3）相互の尊重

　　　　　・指揮監督の関係に立たない場合は相手方の権限を尊重→他の行政庁の決定に従う

　【2】行政庁の権限行使

　　（1）原則

　　　　　・法律によって定められた権限分配にしたがって権限を行使すること（法律による行政の原理）

　　（2）例外

　　　〔a〕権限の委任
　　　　　・委任した部分の権限を失い、受任した機関が自己の名と責任で権限を行使する
　　　　　　　→権限の一部を移転させるものであり、法律の根拠が必要（ex自治体から自治体への委任＝地自153）

　　　〔b〕権限の代理

　　　　　・授権代理→行政庁の権限が移動するわけではなく法律上の根拠は不要と解される
　　　　　・法定代理→行政庁が欠けたとき／事故があったときに代行すること

　　　〔c〕代決（専決）

　　　　　・補助機関に事務処理の決定を委ねつつ外部に対する関係では行政庁の名で表示

1-2国の行政のしくみ

［1］内閣
［2］組織の構造

　【1】府省

　【2】外局

　　（1）庁

　　　　　・本省の内部部局で扱わず、ある程度職務上独立した立場から分担管理する

　　　　　　　→長官は大臣の統括下におかれるが、自己の名と責任の下に所轄事務を遂行

　　（2）委員会

　　　　　・主任大臣の所管に属するが大臣の指揮には服さない→委員長ではなく委員会が行政庁

　【3】地方支分部局

　　　　　・法務局／国税局など→法律の定めるところによる（行組9）
1-3地方公共団体の行政のしくみ

［1］地方公共団体
　　　　　・普通地方公共団体→都道府県／市町村

　　　　　・特別地方公共団体→特別区／地方公共団体の組合／財産区／地方開発事業団

［2］普通地方公共団体の行政組織

　【1】首長制

　　　　　・直接選挙による議会との対等関係→相互に独立して均衡を図り行政の安定を図る（不信任と解散）
　【2】地方公共団体の機関

　　（1）地方議会

　　（2）長

　　（3）委員会・委員

　　　　　・組織上は長の所管だが権限行使では独立（教育委員会／監査委員／人事委員会／選挙管理委員会）
　【3】条例制定権の限界
　　（1）条例の対象となる事項

　　　　　・法令に反しない限り、地域における事務／その他法令で定める事務に関して制定（地自14Ⅰ）

　　（2）法律によって統一的に処理すべき事項

　　　　　・罪刑法定主義（憲31）／財産取引の基礎となる事項／財産権の内容は（憲法論点）

　　（3）条例と法令の関係→憲法論点
　　　　　・徳島市公安条例事件（憲法百選225）

　　　　　・地方自治百選41

　【4】住民の地位

　　　　　・条例の制定改廃請求→1/50署名→意見つけて議会へ→議会判断

・事務監査の請求――→1/50署名→監査の実施→監査結果の公表
・議会解散の請求――→1/3署名―→選挙人の投票→過半数で解散

・議員解職の請求――→1/3署名―→選挙区選挙人の投票→過半数で解職（選挙から1年後のみ）

・長の解職の請求――→1/3署名―→選挙人の投票→過半数で失職（選挙から1年後のみ）

・主要公務員解職請求→1/3署名―→議会へ→2/3以上出席の3/4以上同意で失職
2章　法律による行政の原理（法治主義）

2-1総説

［1］意義（行政の法律適合性の原則）
　【1】総説

　　　　　・国民の権利利益の保護のため、行政の主要部分が国民代表たる議会の制定した法律によって行われ、行政機関の行為の適法性を審査する独立の裁判所によって行政の司法統制が行われること＝法治主義

　【2】自由主義的意義

　　　　　・恣意的な行政活動の防止（国民の権利利益を侵害する場合には法による国民の同意が必要）

→国民の自由の保護

　【3】民主的責任行政
　　　　　・福祉国家的要請に基づく積極的な行政権の行使にも、国民の民主的コントロールを及ぼす

［2］具体的内容

　【1】法律優位の原則
　　　　　・法律の規定と行政の活動が抵触する場合には法律が優位に立ち、違法な行政活動は無効取消となること
　【2】法律留保の原則
　　（1）意義

　　　　　・ある種の行政活動が行われる場合、事前にその根拠が法律で規定されなければならないこと
　　（2）適用範囲
　　　　　・侵害留保説→権利自由を権力的に侵害する行政についてのみ法律の授権が必要（自由主義的意義）

　　　　　　　　　　　→税制優遇措置と補助金交付は同じ経済的効果を持つが…

　　　　　　　　　　　→民主的責任行政の要請と福祉主義（充実した行政活動）の要請との調和から個別判断

　　　　　・全部留保説→権利義務に関わる行政には法律の授権が必要

　　　　　・権力留保説→権力的作用（一方的な権利義務の変動）を有する行政には法律の授権が必要
　　　　　・社会留保説→社会権確保を目的として行われる生活配慮行政にも法律の授権が必要

　　　　　・重要事項留保説→国民に重大な不利益を及ぼしうるもの（ex制裁的な氏名公表）

　　　　　　　　　　　　　→行政組織の基本的な枠組み／政策／計画／重要な補助金など

・義務履行を確保するには、別途、根拠規範が必要（法律の留保の二段階構造）

　【3】法律の法規創造力の原則
　　　　　・行政権は法律による授権がないかぎり法規を創造することはできない（憲41）

2-2法律による行政の原理の例外（行政裁量）

［1］意義

　　　　　・行政裁量＝立法者が法律の枠内で行政機関に認めた判断の余地
　　　　　　　　　　＝裁判所の判断よりも行政庁の判断を優先させるという立法者の意思

　　　　　・多様な行政需要を法律が前もって予測して明確に規定することは不可能であり、可能であるとしても柔軟かつ実効的な行政活動を妨げるおそれがある
　　　　　　　→行政機関の専門的／政治的判断を尊重し具体的判断を委ねる方が法目的の実現に望ましい場合もある
　　　　　　　→行政活動を一義的に法で拘束せず、行政機関に判断の余地を認める
　　　　　・羈束行為（機械的執行）VS裁量行為（判断の余地）
［2］裁量行為の司法審査

　【1】自由裁量と羈束裁量
　【2】行政裁量の範囲

　　　　　・行政裁量の正当化根拠は立法者の意思
　　　　　　　→根拠法の趣旨目的から、どの程度、行政庁の専門技術的／政策的判断を尊重するかという解釈

　　　　　　　→根拠法の趣旨目的の合理的に解釈し、法がどの程度、行政庁の判断を許容しているかという解釈
　　　　　・「《要件》なら《処分》できる」

　　　　　　　→事実の認定（裁量は原則的に認められないが、高度な科学技術的問題については…）

　　　　　　　→事実が要件をみたすのか（要件裁量）

　　　　　　　→処分するのかしないのか（行為裁量）／いかなる処分にするか（選択裁量）＝合わせて効果裁量
　　　　　　　→いつ処分をするのか（時の裁量）

　　　　　　　→いかなる手続きを選択するのか（手続きの裁量）
　　　　　・毒劇物取締法に基づく輸入業の登録について、法は登録を拒否しうる場合を設備の不適合に限っており、毒劇物の具体的用途を考慮していないことは明らかであり、用途については個々の法律が個別的に規制するのに委ねる趣旨である。したがってストロングライフの人体への危害のおそれをもって登録拒否自由とすることは、法の趣旨に反して許されない（百選58）
　　　　　・道交法に基づく免許取消処分は、道路の危険を防止し交通の安全と円滑を図ることを目的とするから、公安委員会は当該目的に適合するかを具体的事実関係に照らして判断する必要があり、この限度において裁量権が認められている。しかし、当該処分が比例原則に反して裁量権の範囲を逸脱した違法があるとはいえない（判例）
　　　　　・農調法に基づく農地賃貸借の承認について、賃借権の設定移転は本来個人の自由契約に委ねられるものであり、法は小作権保護の必要性からこれに制限を加えているのであるから、法が承認の基準を定めていない場合であっても、行政庁は法律の目的に必要な限度で承認を拒むことができるのであって、その趣旨に反して承認を与えないことは違法（百選70）
　　　　　・道路法に基づく特殊車両通行認定は、車両の構造や貨物が特殊であるためやむを得ないものかどうかの認定に過ぎず、基本的には裁量の余地のない確認的行為の性格を有するものであるが、認定には条件を付すことができること／具体的な効用は許可とほとんど変わらないことを勘案すると、具体的事案に応じて比較衡量的判断を含む合理的な行政裁量を行使することが全く許容されないわけではない。本件では反対住民と原告側で実力衝突の危険があるとの判断のもとでなされたものであり、裁量行使として許容範囲内にとどまる（百選128）
　　　　　　　→根拠法に規定されない「紛争回避」を理由にできる？／およそ一般的に紛争回避考慮権限がある？

　　　　　・清掃法に基づく特別清掃地域内の汚物取扱業許可について、法は許可を与えた業者に市町村の事務を代行させ、自ら処理したのと同じ効果を確保しようとしたものであるから、市町村の責務である事務を円滑完全に遂行できるかどうかは、市町村の自由裁量に委ねられている（百選71）
［3］裁量権の限界

　【1】裁量権の踰越濫用（行訴30）
　　（1）事実誤認がある場合

　　（2）法の目的に反する場合
　　（3）不正な動機に基づく場合

　　　　　・山形県の余目町に対する児童公園の認可について、児童遊園は児童に健全な遊びを与えて健康を増進して情操を豊かにするのが目的（児童福祉法40）であり、風俗店の営業規制を主たる動機／目的とする認可処分は、行政権の濫用に相当する違法がある。したがって、営業規制に対する効力を有しないから風営法違反には問われず、また国家賠償の対象となる（百選31、67）
　　（4）平等原則・比例原則に反する場合

　　（5）判断過程が合理性を欠く場合
　　　　　・第三者的立場から行政庁の判断過程の合理性を審査（実体的判断過程統制審査）

　　　　　　　→裁判所が行政庁の立場で判断をやり直すわけではない
　　　　　・日光での土地収用法に基づく事業認定について、行政裁量が認められるにしても、当該判断は諸利益の比較衡量に基づいて行われるべきものであるから、本来最も重視すべき要素を不当安易に軽視してその結果尽くすべき考慮を尽くさず／本来考慮に容れるべきでない事項を考慮に容れor本来過大に評価すべきでない事項を過重に評価し－これらにより判断が左右されたと認められる場合には、裁量判断の方法／過程に誤りがあるものとして違法となる。本件は、最も重視すべき文化的価値や環境保全を安易不当に軽視し、その結果、環境保全と道路拡充の必要性をいかに調和させるべきかの手段方法の探究において尽くすべき考慮を尽くしていない（裁判例）
　　　　　・エホバ信者に対する退学処分について、判断は校長の合理的な教育的裁量に委ねられるべきものであり、全く事実の基礎を欠くか、社会観念上著しく妥当を欠く場合は違法。しかし学生の不利益が大きい退学処分は他の処分の選択に比較して慎重な配慮が要求される。学生が重大な不利益を避けるためには、自己の信仰上の教義に反する行動をとらざるを得ず、校長は裁量権行使に当たってそのことに相応の考慮を払う必要がある。学生が自由意思で学校を選択したことを理由に当然に許容されるものではない。代替措置をとることで教育秩序が維持できないとか、学校全体の運営に看過できない重大な支障が生ずるおそれがあるとは認められず、代替措置を採ることが実際上不可能であったわけでもない。したがって校長の措置は、考慮すべき事項を考慮せずor考慮された事実に対する評価が明白に合理性を欠き、その結果、社会観念上著しく妥当を欠く処分をしたものといえる（百選79）
　【2】重要判例
・諸般の事情を総合的に考慮した上で、政策的技術的な見地から判断することが不可欠であり、このような判断は、これを決定する行政庁の広範な裁量にゆだねられている。裁判所が処分の内容の適否を審査するに当たっては、当該処分が裁量権の行使としてされたことを前提とし、その「基礎とされた重要な事実に誤認があること」等により重要な事実の基礎を欠くこととなる場合or「事実に対する評価が明らかに合理性を欠くこと」、「判断の過程において考慮すべき事情を考慮しないこと」等によりその内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠くものと認められる場合に限り，裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとして違法となるとすべきものと解するのが相当（判例法理）
　　　　　・国公法に基づく懲戒処分について、処分の適否の審査には、懲戒権者と同一の立場に立って処分すべきか／いかなる処分を選択すべきかを判断し、その結果と当該処分を比較してその軽重を論ずべきものではない（百選78）
　　　　　・学校教育法に基づく教科書検定について、審議会の判断過程において、指摘の根拠となるべき学説状況や教育状況についての認識／検定基準に違反するとの評価－に看過しがたい過誤があり、文相の判断がこれに依拠してなされたと認められる場合には、当該判断は裁量権の範囲を逸脱した違法（百選75）
　　　　　・原子炉等設置法に基づく設置許可について、現在の科学技術に照らし審議会で用いられた具体的審査基準に不合理な点があり／基準に適合するとした評価に看過しがたい過誤があり、行政庁の判断がこれに依拠してなされたと認められる場合には、当該処分は違法（百選74）
　【3】審査基準との関係
　　　　　・統一化を図るための裁量権行使の準則＝行政規則であり、国民も裁判所も拘束しないが…

　　　　　　　→公表された審査基準／処分基準に合理性はあるか？

　　　　　　　→合理性があるとしても、適用することで不合理は生じないか？機械的に当てはめるだけでいいのか？

　　　　　　　→合理性があるとしても、適用しないことで不合理は生じないか？平等原則や信義則違反は？

　　　　　・道路運送法に基づくタクシー運転値上げ認可について、通達の定める原価方法の計算は法の基準として合理性を有するが、事業者が通達と異なる計算方法で認可申請し、算出の基礎を記載した書類を提出した場合には、運輸局長は法の基準に適合しているか否かを審査判断すべきである。運輸局長は通達のみを判断基準としたわけではなく、個別に審査しようとしたが書類の提出を受けられず審査できなかったのであるから、裁量権の逸脱濫用はない（百選72）
　　　　　・酒税法に基づく種類販売業の免許について、取扱要領による認定基準は、新規参入によって酒類供給が過剰となるか否かを客観的かつ公正に認定する合理的なものだが、免許制が職業選択の自由に対する重大な制約であることにかんがみると、認定基準を機械的に適用すれば足りるものではなく、事案に応じて各種例外的取扱いの採用をも積極的に考慮し、弾力的にこれを運用するよう努めるべきである。本件は昼間人口の多い地区であり例外的取扱いが問題となるが、既に基準を大幅に上回る免許が付与されていることを考慮すると、取扱要領によってなされた処分に違法があるとはいえない（百選76）
2-4　行政法の一般原則

［1］信義則
　【1】行政による法律の原則と抵触する場合
　　（1）意義
　　　　　・法律による行政の原理が守られる限り国民の信頼は保護される／修正すれば不公平を招くのが建前

　　（2）租税法律主義と信義則
　　　　　・法律による行政の原則なかんずく租税法律主義の原則が貫かれるべき租税法律関係においては、信義則法理の適用は慎重でなければならず、納税者間の平等公平という要請を犠牲にしてもなお当該納税者の信頼を保護しなければ正義に反するといえるような特別な事情がある場合に初めて信義則適用の是非を考えるべき。特別の事情の判断にあたっては少なくとも、税務官庁が信頼の対象となる公的見解を表示し、納税者が表示を信頼して行動し、そのために納税者が経済的不利益を受けたこと、表示を信頼して行動したことに責めに帰すべき事由がないことが必要不可欠（百選26）
　　　　　　　→租税法律主義（合法性原則）と納税者の信頼の比較衡量

　　　　　　　→通常は社会的利益を有する納税者間の公平が重要視される

　【2】行政による法律の原則と抵触しない場合
　　（1）施策の変更

　　　　　・地方公共団体の施策は、住民の意思に基づいて行われ（住民自治の原則）、さらに社会情勢の変動に伴って当然に変更されるものであるから、原則として施策決定に拘束されるものではない。しかし、特定者に対して施策に適合する特定内容の活動を促す個別的具体的な勧告勧誘を伴い、相当期間の施策の継続を前提として資金や労力を投入する活動であった場合には、当該特定者は施策が維持されるものと期待して行動するのが通常である。したがって施策維持を内容とする契約が締結されなくとも、密接な交渉を持つに至った当事者間の関係を規律すべき信義衡平の原則に照らし、施策の変更にあたってはかかる信頼に対して法的保護が与えられなければならない（信頼付与行為説）。信頼に反して所期の活動を妨げられ、社会観念上看過できない積極的損害を被る場合、地方公共団体が損害を補償するなど代替的措置を講ずることなく施策を変更することがやむを得ないと客観的に認められない限り、信頼関係を不当に破壊するものとして違法性を帯び、不法行為責任が生じる。住民自治の原則は、住民の意思に基づいて行動する場合にはその行動に何らの法的責任が伴わないことを意味するものではない。（百選27）
　　（2）在留期間更新不許可処分の取消
　　　　　・法務大臣は、Xの別居状態からXの意に反して「日本人の配偶者」から「短期滞在」の在留資格に変更する旨の申請があったものとして取り扱って許可処分をしたのであり、Xが配偶者として在留期間の更新を申請する機会を失わせた。在留資格を変更した許可処分の効力はさておくとしても、少なくとも信義則上、短期滞在による在留資格の更新を許可した上で、配偶者の在留資格を認める相当の理由があるかどうか公権的判断を受ける機会を与えることが必要であり、この経緯を考慮していない本件更新不許可処分は裁量権の範囲を逸脱濫用したもの（百選29）
　　　　　　　→短期滞在による更新申請に対しては、その相当理由を判断すれば足りるのが原則
　　　　　　　→意思に反する変更を無効とする解決もあり得る

［2］権利濫用禁止の原則（→百選31／申請権の濫用）

［3］比例原則

　　　　　・行政作用の適法性審査の法理＝LRA（法令の合憲性審査）と同じ機能

　　　　　・規制により利益を受ける者をどのように考慮するのか（ex食品公害／薬害）

　　　　　　　→「行政VS規制名宛人」の二面関係で捉えるだけで足りるのか？

［4］平等原則

3章　行政過程

3-1行政による規範定立

［1］行政立法の必要性
［2］行政立法の種類

［3］法規命令

　【1】意義

　　　　　・法規命令＝行政機関が制定する行政主体－私人間の権利義務に関する一般的規律
　　　　　　　→迅速性／技術性に優れた行政機関の判断の尊重（憲73⑥）
　【2】分類

　　（1）権限の所在に着目した分類

　　　　　・内閣→政令／総理大臣→内閣府令／主任大臣→省令／委員会や庁の長官→外局規則

　　（2）法律との関係に着目した分類

　　　　　・委任命令＝法律の委任により私人との権利義務の内容自体を定めるもの

　　　　　・執行命令＝権利義務の内容実現のための手続に関するもの（法律の根拠は不要だが…）
　【3.】委任命令の限界→憲法論点
　　（1）委任の方法の問題

　　（2）委任命令の内容の問題（委任命令の授権法律適合性）

［4］行政規則

　【1】意義

　　　　　・行政規則＝行政機関が制定するが国民の権利義務に直接関係しない規律（法律の根拠は不要）

　【2】通達

　　　　　・墓埋法に関する通達の取消を求めた訴訟について、通達は原則として法規の性質をもたず、行政組織内部における命令にすぎないから、通達の内容が法令解釈や取扱いに関するもので国民の権利義務に重大なかかわりをもつものであっても、一般の国民はこれに拘束されるものではない。裁判所は、法令の解釈適用にあたって通達とは異なる独自の解釈をすることができ、通達による取扱いが法の趣旨に反するときは独自に違法を判定することもできる。取消訴訟の対象となり得るものは、国民の権利義務／法律上の地位に直接具体的に法律上の影響を及ぼすような行政処分等でなければならないから、通達の取消を求める訴は却下（百選52）
　　　　　　　→通達による国民法益への「事実上の支配力」を重視して処分性を認める見解も

　　　　　・旧物品税法が租税対象とする「遊戯具」について、パチンコ球遊器は社会観念上、「遊戯具」に含まれる。本件課税が通達を機に行われたものであっても、通達内容が法の正しい解釈に合致するものである以上、違憲の主張は採用しえない（百選51→憲法論点）
　　　　　　　→非課税の慣行を重視して、実質的に通達による納税義務発生とすれば租税法律主義に反する？
　　　　　　　→納税義務が発生したとしても、租税法律主義の法的安定性／法予測可能性を重視すれば違憲？

　　　　　　　→信義則違反の余地（公的見解の表明は？過去の課税処分を争うなら…）

　【3】その他の行政規則
　　　　　・組織関係／特別関係（公務員／国立学校）／裁量基準／補助金交付規則／指導要領

3-2-1（行政行為）行政行為とは
［1］意義

　　　　　・行政行為＝行政－国民／国民－国民間の法効果の発生／変更／消滅の段階で行われる行政の行為
　　　　　　　　　　＝行政機関が、公権力の行使として、対外的に、具体的な規律を加える法行為
［2］特徴

　【1】行政府（行政機関）の行為であること

　　　　　・民間団体が行政機関の指定を受けて行う場合もある（ex弁護士会の懲戒処分／医師会の指定）

【2】公権力の行使であること

　　　・相手方の意思に関わらず一方的に行う活動

　　　　　→双方の意思が合致している場合でも契約ではなく行政行為という行政形式を立法者が選択する場合も

　　　　　→私人の申請は、契約の申込ではなく許可の要件にすぎない

【3】対外的行為であること
　　　・百選2
【4】具体的な規律を加える行為であること

　　　・法規命令の制定は抽象的な法規範の定立であり具体的な規律にはあたらず行政行為ではない

【5】法行為であること

　　　・事実行為は含まれない→区別は微妙（交通規制などの指示）
［3］行政行為の効力

　【1】公定力

　　（1）意義と根拠
　　　　　・行政行為の瑕疵／違法性は原則として取消訴訟によって争わなければならない（取消訴訟の排他的管轄）
　　　　　　　→結果として、行政行為が客観的に違法でも、権限ある行政庁／裁判所が取消すまで有効と扱われる
　　　　　・取消訴訟の排他的管轄は立法政策によるもの（憲法上の要請ではない）

　　　　　　　→法効果の早期安定／国民の信頼保護の観点から合理性を有するといえる

　　　　　・百選66

　　（2）機能
　　　　　・紛争処理の合理化と単純化

→民事関係のように実体法上の権利義務を請求せずに、端的に原因行為たる行政行為を争えば足りる

　　　　　・紛争解決結果の合理性担保

→行政主体が必ず訴訟に引きずり出される

→訴訟資料が豊富になる／行政の知らないところで取消されることを防ぐ

　　（3）限界
　　　〔a〕権原と無関係の許認可
　　　　　・建物所有権確認訴訟で建物建築確認を取消す必要はない（建築確認は所有権帰属を確認するわけではない）
　　　　　　　→原発の設置許可も？設置許可は人格権不侵害を確認するものでない？発電所への民事差止めは可能

　　　〔b〕事情変更のない再申請
　　　　　・前処分を取消さず、事情変更がないにもかかわらず再申請することはできない（一事不再理の法理）
　　　〔c〕無効の瑕疵ある行政行為（無効確認／争点訴訟）
　　　〔d〕違法性の承継
　　　〔e〕国家賠償請求
　　　　　・金銭の直接納付／給付を内容とする行政行為の場合、国賠は取消後の不当利得返還と同じ効果をもつが…
　　　〔f〕刑事訴訟
　　　　　・起訴に備えて取消訴訟を求めるのは酷／有罪後の行政行為取消は再審事由にならない
　　　〔g〕行政上の義務の民事執行
　　　　　　・判例は民事執行による義務の履行確保を否定→通説は肯定（これを前提とすると）

　　　　　　・民事手続による以上、当事者対等の原則＝排他的管轄による行政主体の優越は認められない

　　　　　　　　→民事手続で義務履行を求められた者は、行政行為を取消さなくとも、民事手続で争える
　　　〔h〕形式的当事者訴訟（立法政策による→収133）
　【2】その他の効力

　　（1）不可争力（形式的確定力）

　　　　　・一定期間の経過により私人側は行政行為の効力を争うことができなくなること

　　　　　　　→期間が極端に短い立法政策をとれば、裁判を受ける権利（憲32）を侵害して違憲

　　（2）執行力

　　　　　・執行は人権侵害のおそれが大きい→法律の根拠が必要

　　　　　・行政行為を取消さなければ有効と扱われ、執行段階では行政行為の効力を争うことはできない

　　（3）不可変更力
　　　　　・職権取消の制限→準司法的手続による訴訟裁断行為（不服申立による裁決）を行政庁は取消せない

　　（4）実質的確定力

　　　　　・準司法的手続による訴訟裁断行為は裁判所も取消せない？→裁決は行政庁の判断＝裁判所を拘束しない

3-2-2（行政行為）行政行為の分類

［1］法律行為的行政行為

　【1】下命・禁止（義務付加行為）

　【2】許可・免除（義務解除行為）

　【3】認可

　【4】特許

　【5】設権行為

　【6】代理
［2］準法律行為的行政行為

　【1】確認

　【2】公証（証明）

　【3】通知

　【4】受理

［3］その他の分類

3-2-3（行政行為）附款

［1］行政行為の附款の意義と種類

　【1】意義

　【2】条件

　【3】期限

　【4】負担

　【5】撤回権の留保

　【6】法律効果の一部除外

［2］附款の限界

　【1】附款を付しうる場合の限界

　【2】附款の内容についての限界

　【3】附款の瑕疵の効果

3-2-4（行政行為）行政行為の瑕疵

［1］取消うべき瑕疵と無効の瑕疵
［2］区別の基準

　【1】重大明白説

　　（1）外見上一見明白説

　　　　　・無効原因となる重大明白な違法とは、処分要件の存在を肯定する処分庁の認定に重大明白な誤認があると認められる場合を指す（百選80）
　　　　　・瑕疵が明白であるとは、処分の当初から、誤認が外形上／客観的に明白な場合を指し、行政庁が怠慢により調査すべき資料と見落としたかどうかは、判断に直接関係を有しない（判例）
　　　　　・客観的に明白であるとは、処分関係人の知不知とは無関係に、何人の判断によってもほぼ同一の結論に達しうる程度に明らかであることを指す（判例）
　　（2）客観的明白説（調査義務違反説）

　　　　　・当然に要求される程度の調査を行っていれば誤認はなかったであろう程度でも明白性を肯定

　　　　　　　→明白性判断の基礎となる事実の範囲を、調査しなくても分かる事実＋当然調査すべき事実に拡大

　【2】明白性補充要件説

　　　　　・課税処分が課税庁と被課税者との間にのみ存するのみで、処分の存在を信頼する第三者の保護を考慮する必要がないことを勘案すれば、処分における内容上の過誤が課税要件の根幹についての過誤であって、徴税行政の安定と円滑の運営の要請を斟酌してもなお、不服申立期間徒過による不可争的効果を理由として被徴税者に不利益を甘受させることが著しく不当と認められるような例外的事情のある場合には、前記過誤による瑕疵は当該処分を当然無効ならしめる（百選81）
［3］無効原因・取消原因の具体例

　【1】主体に関する瑕疵

　　　　　・農地委員会長が売渡先の場合、買収計画樹立決議の議事に関与することは農地調整法違反だが、農地委員会の裁量権行使は比較的限定されていること／買収のうちが現実に売り渡される場合は改めて農業委の議決が必要なこと－を考えれば、買収計画樹立の瑕疵は決議を無効ならしめるほどの重大な違法とはいえない（百選119）
　【2】手続に関する瑕疵

　　（1）審議会への諮問

　　　　　・温泉に関する許可に関し、知事が必要とされる温泉審議会を開かずに持ち回り決議でなすことは温泉法や条例に照らすと適法有効なものといえない。一方、温泉法が審議会の意見を聞くこととしたのは、知事の処分の内容を適正ならしめるためであり、利害関係人の利益の保護を目的としたものではなく、知事は意見に拘束されるものではない。よって瑕疵は取消しの原因としてはともかくとして、無効ならしめるものではない（百選118）
　　　　　　　→公益上の要請に基づく手続と、利害関係者保護のための手続で区別する？

　　（2）相手方の同意

　　　　　・国籍離脱の届出が意思に基づかずになされた場合、その届出は無効であり、国籍離脱を前提としてなされたその後の国籍回復に関する許可もまた無効である（判例）
　　（3）理由付記制度
・旧法人税法が審査決定の通知書に理由を附記すべきとしているのは、決定機関の判断を慎重ならしめるとともに審査決定の公正を保障するためにある。法律は結論に到達した理由を国民に知らしめることを義務付け、国民は自己の主張に対する行政機関の判断と理由を要求する権利ともつといえ、理由にならないような理由を附記するに止まる審査決定は、審査決定手続に違法がある場合と同様に、判決による取消を免れない（百選144）
　　　　　　　→申請拒否処分と不利益処分に対する理由提示の義務付け（行手8Ⅰ／14Ⅰ）
　【3】内容に関する瑕疵

［4］違法性の承継
　【1】概念
　【2】機能
　　　　　・かつての通説は公定力＝適法性推定から不継承原則

　　　　　　　→例外として、一連の手続＋結合して1つの法効果を目指すもの

　　　　　・取消訴訟の排他的管轄に過ぎないとみても…

　　　　　　　→後行行為の取消により先行行為の効果は結果として無に帰することになる

　　　　　　　→期間制限（先行行為の早期確定＋後行行為の安定）が空洞化するから不継承原則

　　　　　　　→先行行為の段階で法定手続をとることが不合理といえる状況があるなら…

　　　　　・事業認定と収用裁決をどうみるか？

　　　　　　　→事業認定は起業者に対する申請認容処分＋関係者に影響を与える二重効果的処分

　　　　　　　→不利益を受ける関係者に手続的保障が不十分だから、法定手続を要求するのは不合理？

　　　　　　　→認定前の事業説明会／請求による公聴会の義務付けをどう読み込むか？
　【3】要件

　　　　　・農地委の買収計画→知事の買収処分について、自措法5条に該当する農地を買収計画に入れることも買収することも違法であることは当然であり、この違法は買収計画と買収処分に共通するものであるから、買収計画に対して異議訴訟により違法を攻撃しうるからといって、買収処分取消の訴においてその違法を攻撃し得ないと解すべきではない。法が買収計画に対して異議訴訟を認めているのは、違法の場合に行政庁に是正の機会を与え所有者の権利保護の簡便な途を開いただけであって、異議訴訟上の手続をとらなかったからといって買収処分取消の訴訟で違法を攻撃する機会を失わせる趣旨ではない。買収計画に対して取消を請求する権利を失うという意味で確定的効力は生じるが、買収計画内容に存する違法を違法なしとする効力があるものでもない。また、知事は農業委の承認した買収計画について再議に付して是正する権限を有するのであるから、買収処分取消しの訴において買収計画の違法を攻撃できる（百選83）
　　　　　　　→異議訴訟を認める趣旨は、各段階における紛争はその段階で終了させて法的安定性を図ること？
［5］瑕疵の治癒と違法行為の転換

　【1】違法性の治癒
　　（1）総論

　　　　　・取消を認めたとしても、行政庁が再度の行政行為を行うことが予想されるという価値観
　　　　　・取消を認めることによる利益は？

　　　　　　　→相手方にとっては時間稼ぎという意味しかなく、得られる利益は小さい？

　　　　　　　→行政過程の適正／適正手続の保障による国民の権利義務の保護が得られる

　　　　　・取消を認めることによる不利益は？

　　　　　　　→再度の行政行為が再び争われるのは、行政効率が悪い／信頼した第三者に不測の損害／訴訟経済
　　（2）手続の違法性
　　　　　・農地買収計画に対して異議／訴願の提起があるにもかかわらず、これに対する決定／裁決を経ないで手続を進行させたという違法は買収処分の無効原因となるものではなく、事後において決定／裁決があった場合には買収処分の瑕疵は治癒される（百選84）
　　　　　　　→条例に基づかない行政行為も事後の条例制定によって治癒されるのか？
　　（2）理由の追完

　　　　　・理由付記不備が審査裁決によって明らかにされた場合、理由付記は処分庁の慎重かつ合理的な判断を担保して恣意を抑制するとともに、処分理由を相手方に知らせて不服申立の便宜を与えることを目的とする趣旨であるから、処分庁以外の機関（審査庁）の行為により付記理由不備の瑕疵が治癒されるとすることは、処分そのものの慎重／合理性を確保する目的にそぐわないばかりでなく、相手方としても審査裁決によって初めて具体的な処分根拠を知らされたのでは、審査手続において十分な不服理由を主張することができないという不利益を免れない。取り消されたときは更正期間の経過によって新たな更正ができなくなるなど、相手方の利害に影響を及ぼすのであるから、更正を取消すことが無意味かつ不必要ということもない。したがって瑕疵が治癒されたものと解す必要はない（百選85）
　　　　　　　→行政庁が処分理由を十分検討すれば異なる結論に達する可能性がある

　　　　　　　→瑕疵の治癒を認めると、訴訟で理由を説明すれば足りることになり、理由付記の意味がなくなる

　　　　　　　→理由の追完による瑕疵の治癒は認めない傾向にあるが、理由の差し替えを認めることとの均衡は？

　【2】違法行為の転換
　　　　　・取消を認めたとしても、行政庁が改めて別の行政行為を行うことが予想されるという価値観

　　　　　　　→取消を認めると、行政効率／訴訟経済には不利益の方向

　　　　　　　→取消を認めないと、違法な行政行為の存続は法治主義に反する＋不意打ちのおそれ
　　　　　・自創法施行令43条によって定められた買収計画を訴願裁決において、同令45条を適用して相当と認めて維持することは違法ではない（百選86）
　　　　　　　→買収手続は異なるが、実体法上の根拠法条が同一であるので、認められやすい事例

　　　　　・転換前の行政行為と転換後の行政行為の目的が同一（同一の利益を衡量調整）であることが必要

　　　　　　　→不在地主所有の小作地の計画を不耕作地としての買収計画に転換することはできない（判例）
　　　　　　　→不実記載を理由とする取消を帳簿書類等の瑕疵を理由とする取消に転換できない（判例）
　　　　　　　→分限処分を懲戒処分に転換することはできない（裁判例）
　　　　　・転換後の行政行為の法効果が転換前の法効果より不利益に働かないことが必要

　　　　　・根拠事実は変わるが根拠法条が変わらないのが理由の差換え／根拠法条を変えるのが転換？

　　　　　　　→理由の差替えと違法行為の転換は統一的に考えるべき？

　　　　　・聴聞手続／処分理由の義務付けがある場合、対象外の事実を持ち出して転換することはできない？

　【3】適用の限定
3-2-5（行政行為）行政行為の効力の消滅

［1］取消し

　【1】職権取消しの主体

　　　　　・上級行政庁／監督庁も監督権の行使として取消すことができる（通説）

　　　　　　　→監督権限により処分庁に職権取消を命じることができるにとどまる？（有力説）

　【2】職権取消しの法的根拠

　　　　　・行政行為の瑕疵が前提にあり、法律の根拠は不要

　　　　　　　→違法を取り除くことが法律による行政の原理の趣旨に沿い、公益性の回復という行政目的にも合致

　【3】職権取消しの効果
　　　　　・遡及効の有無は具体的事情に即して判断
　　　　　　　→公益上の必要から認められる申請者に帰責事由がない授益的行政行為の取消は将来効のみ？

　【4】職権取消しの制限
　　（1）総論

　　　　　・瑕疵ある行政行為は取消さなければならないという法治主義の要請

　　　　　　　→無制限に取消を認めると私人の信頼／法的安定性を害する

　　　　　　　→法律による行政の原理VS相手方の利益保護－の比較考量に帰する

　　　　　・判断材料は、行政行為の性質／違法性の程度／取消の時期／代償措置や緩和措置／…

　　（1）授益的行政行為

　　　　　・相手方に不利益を与えるから、原則として職権取消は許されない（相手方利益に傾く）

　　　　　　　→例外は、相手方に不正行為がある場合

　　　　　　　→例外は、相手方の利益を犠牲にしてもなお公益上の必要性が認められる場合

　　（2）侵害的行政行為

　　　　　・相手方に不利益を与えるものではないから、原則として自由に職権取消ができる（法治主義に傾く）

　　　　　　　→例外は、相手方に不利益を甘受させてもなお公益上の必要性が認められる場合

　　　　　　　→例外は、相手方には不利益でも第三者には利益をもたらす行政行為の場合（二重効果的処分）

　　（3）判例

　　　　　・農地賃貸借の更新拒絶許可の職権取消について、行政庁が自ら処分を取消すことができるかどうかは、授権した法律が達成しようとする公益上の必要、つまり当該処分の性質によって定まる。申請書に不実記載があっても、利害の反する当事者双方の事情を勘案して許可を与えることができ、許可によって利害の反する当事者を拘束する法律状態が形成されるのであるから、申請者に詐欺など不正行為があったことが顕著でない限り、処分を取消すことはできない。そうでなければ、当事者の意思の自主性を制限して許可を求めた農調法による法的秩序には客観的安定性がないことになり、耕作者の地位安定という目的に反する。許可を与えなかった方がよかったという見解に達したのは調査が不十分であったという内部事情に過ぎず、農調法上の法的秩序に優位しなければならない程度の公益上の必要があるとはいえない（百選89）
　　　　　・農地買収計画と農地売渡計画の職権取消について、処分の取消によって生じる不利益と取消をしないことによって維持される不利益とを比較考量し、しかも当該処分を放置することが公共の福祉の要請に照らして著しく不当であると認められるときに限り、これを取消すことができる。農地買収は個人の所有権に対する重大な制約であり、自作農創設という理由によって是認されうる強制措置であるから、買収できない者から買収したような場合には、特段の事情のない限り、処分を取消して所有権を復帰させるのが公共の福祉の要請にかなう。本件では、売渡しを受けた者は登記を経由しても引渡しを受けていなかったというのであるから、買収された原告が被る不利益が著しく大きい（百選90）
［2］撤回
　【1】意義と主体

　　　　　・適法な行政行為をその後の事情変化を理由として効力を失わせる

　　　　　　　→職権取消は瑕疵ある行政行為に対するもの？／瑕疵を理由として失わせるもの？

　【2】法的根拠

　　（1）侵害的行政行為

　　　　　・明文の規定がなくとも原則として自由に撤回できる（二重効果的処分の場合は第三者利益を配慮）

　　　　　　　→撤回は相手方の利益になる＋公益上の必要性もないのに不利益状態を維持すべきでない

　　（2）授益的行政行為

　　　　　・撤回は付与した権利の剥奪であり、法律の留保が及ぶ？

　　　　　　　→授益的行政行為の根拠規定自体が、合理的な場合に撤回を許容する趣旨を含んでいるか判断

　　　　　　　→行政行為の性質／期間の付与の有無と意味／撤回による利益と不利益／相手方の帰責性／第三者保護などを総合考慮して、行政行為の根拠法律が撤回を許容しているかを判断

　　　　　　　→ex許認可を付与した趣旨に抵触するような違法行為を行った場合

　　　　　　　→ex許認可の要件事実が事後的に消滅したといえるような場合

　　　　　・指定医師の撤回について、撤回によって相手方の被る不利益を考慮してもなお撤回すべき公益上の必要性が高いと認められる場合には、直接の明文規定がなくとも、県医師会は権限において指定を撤回できる（百選91）
　【3】撤回の効果→当初は適法に許認可が与えられていた以上、将来に向かって効力を失うのみ
　【4】撤回の制限→法的根拠から導く
　【5】撤回と補償
　　　　　・行政財産の使用許可の取消について、期間の定めのない場合、使用権は行政財産本来の用途や必要を生じた時点で消滅すべきものであり、権利自体にこのような制約が内在して付与されている。したがって、使用収益により対価を償却し切れない期間内に消滅した場合／別段の定めにより使用権者が使用権を保有する実質的理由が認められる－など特段の事情がない限り、補償を要しない（百選92）
　　　　　　　→補償が必要なのは、財産権に対する外在的理由による剥奪の場合のみ

　　　　　　　→使用権は撤回を不確定期限とする権利であり、権利自体の消滅だから侵害にもならない？

［3］その他の消滅原因

3-3非権力的な行為形式

［1］行政計画
　【1】意義→一定の公の目的のために目標を達成するための手段を総合的に提示するもの

　【2】種類

　　（1）法律の根拠の有無

　　　　　・事実上の計画と法定計画（ex環境基本法による政府の環境基本計画+自治体の公害防止計画）

　　（2）法的拘束力の有無

　　　　　・非拘束的計画と拘束的計画（ex都市計画や土地区画整理事業計画による私人の権利行使の制限）

【3】法律の根拠

　　（1）拘束的計画―――→法律の根拠は必要

　　（2）非拘束的計画――→法律の根拠は不要？

　　（3）計画内容の適正化→計画策定段階の民主的参加手続の必要性（行政手続法は検討課題として先送り）

　【4】行政計画の取消訴訟
　　（1）非拘束的計画→当然に取消訴訟にはのらない

　　（2）拘束的計画

　　　　　・土地区画整理事業計画（計画決定→仮換地指定→建築物移転→工事→換地計画認可→換地処分→精算金）は、公告されると地区内の不動産所有者が土地形質変更や増改築に一定の制限を受けるが、これは計画の円滑な遂行のために法律が特に付与した付随的効果にとどまるもので、事業計画の決定や公告そのものの効果ではない（付随的効果論）。事業計画は一連の手続の根幹をなすものであるが、具体的な処分ではなく青写真にすぎない一般的抽象的な計画にとどまる（青写真論）。計画決定段階で訴え提起が許されないからといって事業によって生じた権利侵害に対する救済手段が一切閉ざされるわけではなく、訴訟事件として取り上げるだけの事件の成熟性を欠く（訴訟未成熟論・後続行為論）。（百選159）
　　　　　　　→付随的効果論⇔行政作用で発生する効果は全て法が付与したものであり付随的との区別はどこに？

　　　　　　　→青写真論⇔実際に権利制限が生じている以上、青写真として非拘束的計画とは違う？

　　　　　　　→後続行為論⇔既成事実がつくられ事情判決がなされるおそれ？

　　　　　・工業地域の指定（用途地域指定→病院建築確認）は、都市計画法に基づく都市計画決定の一つとしてなされるものであり、当該決定が土地所有者に建築基準法上新たな制約を課すものではあるが、かかる効果は地域内の不特定多数者に対する一般的抽象的なものにすぎず、地域内の個人に対する具体的な権利侵害を伴う処分があったものとすることはできない（百選161）
　　　　　　　→違法建築物として却下される建築確認申請をあえてなす意味はある？指定時点で成熟している？

　　　　　・土地区画整理組合の設立の認可（市長―認可→土地区画整理組合―仮換地指定→所有者）は、単に組合の事業計画を確定させるものではなく、地区内の利害者を強制的に組合員とする組合を成立させて区画整理事業を施行する権限を付与する効力があるから、抗告訴訟の対象となる行政処分にあたる（判例）
　　　　　・町営土地改良事業施行の認可は、土地改良法に基づく国営／都道府県営の事業計画の決定に対応するものであり、計画決定を取消訴訟の対象とすることを当然の前提とした規定を置く同法は、町営事業の認可についても取消訴訟の対象となることを認めているといえる（判例）
　　　　　　　→どの段階で争わせるかは立法政策の問題＝法が行政処分性を与えているかが問われる

　　　　　　　→ただ土地改良事業の計画決定に伴う現状維持義務は土地区画整理事業とは変わらないが…

　　　　　・第二種市街地再開発事業計画（都市計画決定→事業計画決定→管理処分計画の認可→任意買収→収用→工事→権利取得）は、土地収用法の事業に該当するものとみなされ、再開発事業計画の決定は公告の日から土地収用法上の事業認定と同一の法律効果を生じるから、これにより収用権限を取得するとともに、地区内所有者は特段の事情のない限り収用されるべき地位に立たされる。しかも、公告から30日以内に対償の払渡か施設の部分譲受かの選択を余儀なくされる。したがって抗告訴訟の対象となる行政処分にあたる（百選160）
　【4】損害賠償請求訴訟

［2］行政指導

　【1】意義

　　　　　・行政機関が任務／所掌事務の範囲内において、一定の行政目的を実現するために特定の者に一定の作為／不作為を求める指導／勧告／助言その他の行為であって処分に該当しない者（行手2⑥）

　　　　　　　→特定者に限らない一般的な指導／作為不作為を求めない情報提供は、行政指導ではない
　【2】種類
　　（1）規制的行政指導→違反行為に対する勧告など

　　（2）助成的行政指導→経営指導や税務相談など私人の活動を助成するもの

　　（3）調整的行政指導→私人間の紛争解決のための手法として用いられるもの

　【3】行政指導の特徴

　　　　　・強制力のない事実上の協力要請であって、非権力的な事実行為

→法律の根拠は不要だが、さまざまな権限をもつ行政の圧力／恣意的運用のおそれ

　【4】行政指導の限界

　　（1）行政指導の限界→所掌事務の範囲内／制定法の趣旨／基本的人権の尊重／強制でないこと

　　（2）任意性の有無の判断

　　　　　・建築確認申請の留保と行政指導について、建築主が留保に任意に同意している場合でなくとも、諸般の事情から直ちに建築確認処分をしないで応答を留保することが法の趣旨目的に照らして社会通念上合理的と認められるときは、応答の留保が違法な遅滞とはならない。建築主が行政指導に応じることをもって留保に同意しているとはいえないが、社会通念上合理的な期間、処分を留保して行政指導の結果に期待することがあっても、直ちに違法な措置とはいえない。もっとも、処分の留保は建築主の任意の協力／服従の下に行政指導が行われていることに基づく事実上の措置にとどまるものであるから、建築主が留保されたまま行政指導には応じられない意思を明確にしている場合は、その受忍を強いることはできず、建築主が受ける不利益と行政指導の目的とする公益上の必要性を比較考量して建築主の不協力が社会通念上正義の観念に反するといえるような特段の事情がない限り、行政指導が行われているという理由だけで処分を留保することは違法である（百選129）
　　　　　　　→任意性の有無は、相手方の意思で判断（主観説）／行政指導の客観的合理性で判断（客観説）

　　　　　　　→判例は「意思を明確」にした段階で原則として不任意を導く＝主観説

　　　　　　　→「正義の観念に反するような特段の事情」があれば例外を認める＝客観説を補充

　　　　　・特殊車両通行認定の留保と行政指導について、反対住民との間で衝突が起こる危険を招くとの判断の下、この危険を回避するためになされたものであり、留保期間は5カ月に及んでいるが、予想された衝突の危険が回避されたと判断して認定に及んだというのであるから、行政裁量の範囲内であって違法性はない（百選128）
　　　　　　　→衝突回避が行政指導の合理性を裏付ける特段の事情？行政一般に紛争回避考慮権限がある？

　　　　　・開発指導要領に基づく給水契約の不受理について、市が給水契約の受領を拒絶した時期、すでに建築主は行政指導に従わない意思を明確に表明し、給水を現実に必要としていたというのであるから、行政指導を継続する必要があったとしても、これを理由として給水契約の締結を留保することは許されず、正当理由ない給水拒絶（水道法15Ⅰ）違反にあたる（百選95）
　　　　　　　→明確な意思がないor特段の事情があれば、留保であって、水道法上の拒否にはあたらない

　　　　　・開発指導要領に基づく開発負担金の徴収について、指導要領の文言や実態から見れば水道契約の拒否などの制裁措置を背景として指導要領を遵守させようとしていたというべきであり、減免の懇願を拒絶した態度も考慮すれば、建築主に対してマンション建築のために行政指導に従うことを余儀なくさせるものであり、負担金の納付を事実上強制しようとしたものといえる。したがって任意に寄付金の納付を求める行政指導の限界を超えた違法な公権力の行使であり、国賠上の責任を負う（百選100）
　　　　　　　→減免の要請はあっても、支払拒絶の意思が表明されたわけではないが…
　　　　　　　→要領の文言や運用の実態など客観的な事情で強制を認定する客観説的な手法

　　　　　　　→別業者にすでに制裁があり、拒絶の意思表示が期待できないという特別の事情があったから？

　　　　　　　→客観的事実により相手方の主観を認定したにすぎない？
　　（3）行政手続法による制限
　　　　　・行政指導はあくまで相手方の任意の協力によってのみ実現されるものと留意しなければならない（32Ⅰ）

　　　　　・行政指導に従わなかったことを理由として不利益な取扱いをしてはならない（32Ⅱ）

　　　　　・申請の取下げ／申請内容の変更を求める行政指導にあっては、行政指導に従う意思がない旨を表明したにもかかわらず、行政指導の継続などによって申請者の権利行使を妨げてはならない（33）

　　　　　・許認可権限をもつ行政機関が行使する意思がない場合においてする行政指導にあっては、当該権限を行使し得ることを殊更に示すことによって行政指導に従うことを余儀なくさせることをしてはならない（34）
　【5】行政手続法による形式的規制

　　（1）地方公共団体の適用除外（3Ⅲ）

　　（2）方式

　　　　　・行政指導の趣旨／内容／責任者を明確に示さなければならない（35Ⅰ）

　　　　　　　→書面の交付を求められた場合は、行政上特別の支障のない限り交付しなければならない（35Ⅱ）

　　　　　　　→その場で完了する行為を求めるもの／既に通知されている場合は書面交付は不要（35Ⅲ）

　　（3）複数の者を対象とする場合

　　　　　・あらかじめ事案に応じて行政指導指針を定め、行政上特別の支障のない限り公表しなければならない（36）

　【6】救済制度

　　（1）取消訴訟――――→処分性なし

　　（2）国家賠償請求訴訟→公権力の行使に該当

　　（3）誤った行政指導に従った場合

［3］行政契約

　【1】意義

　【2】行政契約の種類

　　（1）準備行政における契約→公の行政をするにあたっての物的手段の整備

　　（2）給付行政における契約→贈与契約としても、平等原則が適用され、給付義務を負う場合も

　　（3）規制行政における契約

　　　　　・公害防止協定も契約（有力説）

　　　　　　　→自らの意思で自己決定している以上は意思の合致を重視すべき／問題は法律の根拠の潜脱になる？

　　　　　　　→第三者のためにする契約として、住民側が履行請求するのは難しい

　　（4）行政主体間の契約

　　　　　・事務委託＝事務処理権限の全てが受託者に移り委託者に権限が残らない（特殊の契約）

　【3】行政契約に対する統制

　　　　　・行政法の一般原則／財政民主主義／重要な契約に対する議決（契約の自由は制限される）

3-4行政上の強制措置

［1］行政上の強制執行
　【1】現行法の枠組み

　　　　　・行政目的達成のためであっても、誤りや権限濫用のおそれがあるから自力救済は認められない

　　　　　　　→訴訟提起を必ず義務付けると、執行が滞り、不履行者が増加して公益上支障が生じかねない

　　　　　　　→自力救済を認めることは、行政目的の早期実現や裁判所の負担軽減にもつながる

　　　　　　　→行政代執行法により代執行を可能に

　　　　　　　→直接強制／強制徴収／執行罰については個別法の規定が必要

　【2】行政上の強制執行の種類

　　（1）代執行―→代替的作為義務の不履行

　　（2）直接強制→身体財産に直接力を行使した義務履行を実現（成田新法など）

　　（3）強制徴収→金銭給付義務の不履行（国税徴収法など）

　　（4）執行罰―→過料により間接的に義務履行を促す

　【3】代執行
　　（1）条例による執行

　　　　　　・行政上の義務の履行確保については、別に法律で定めるものを除いては、この法律で定める（代執1）

　　　　　　　　→「法律」で定めることが前提であり、「条例」で定めることはできない

　　　　　　　　→「義務の履行確保」は制定当初想定した手段を指し、新たな履行確保手段を条例で定めるのは可？
　　（1）要件

　　　　　　・法律により直接命じられた／法律に基づき行政庁に命じられた、他人が代わってなすことができる行為について、義務者がこれを履行しない場合、他の手段による履行確保が困難であり、不履行の放置が著しく公益に反すると認められるとき（代執2）

　　（2）手続

　　　　　・相当の履行期限を定め、履行ないときは代執行なすべき旨を文書で戒告しなければならない（代執3Ⅰ）

　　　　　・代執行令書をもって、時期／責任者／概算費用を通知する（代執3Ⅱ）

　　　　　・非常／危険切迫の場合、緊急の必要があり手続をとる暇がないときは、手続を省略できる（代執3Ⅲ）

　　（3）実行

　　　　　・責任者は責任者本人たることを示す証票を携帯し、要求あれば呈示しなければならない（代執4）

　　　　　・代執行に要した費用は国税滞納処分の例により強制徴収できる（代執6Ⅰ）

　　（4）救済制度

　　　　　・戒告／通知は処分性を有し取消訴訟を提起することができる（裁判例多数）

　　　　　　　→戒告は代執行の前提条件として手続の一環をなし、代執行の実行をほぼ確実に表示する

　　　　　　　→執行段階に入ると直ちに執行が終了するため代執行前に救済の機会を設ける必要性が高い

　　　　　　　→執行後は訴えの利益が消滅し、国家賠償請求のみ
　【5】民事上の強制執行との関係

3-5行政調査

［1］種類
［2］法律の根拠

［3］任意調査の限界→所持品検査／一斉検問

［4］手続

4章　行政活動の手続的統制・情報公開

4-1行政手続の概念・種別・機能

［1］行政手続の概念
［2］

4-2行政手続法

［1］総則
　【1】目的

　　　　　・行政運営における公正の確保と透明性の向上を図り、もって国民の権利利益の保護に資すること（1Ⅰ）

　　　　　　　→行政の意思決定の内容や過程が偏見に左右されたり特定利益に偏ったりしないこと

　　　　　　　→行政上の意思決定について内容や過程が国民にとって明らかであること

　【2】対象

・処分／行政指導／届出に関する手続＋命令を定める手続に関し、他の法律に特別の定めがある場合はその定めるところによる（1Ⅱ）
　【3】適用除外（3）

　　　　　・1項＝国会①／裁判②／検察警察⑤／国税犯⑥／学校⑦／刑務所⑧／公務員⑨／出入国⑩／審査請求⑮…

　　　　　・2項＝施行期日についての命令①／恩赦②／施設や地域の指定③／公務員給与④

　　　　　・3項＝地方公共団体のうち条例を根拠にするもの→必要な措置を講ずる努力義務（46）

　　　　　・4条＝行政機関相互間の処分／特殊法人や指定機関への処分

［2］申請に対する処分

　【1】審査基準の設定と公表

　　　　　・行政庁は審査基準を定めるものとする（5Ⅰ）

　　　　　　　→できるだけ具体的なものでなければならず（5Ⅱ）、適当な方法により公にしなければならない（5Ⅲ）

　　　　　・タクシー事業の免許について、多数者から少数特定の者を具体的個別的事実関係に基づいて免許の諾否を決する行政庁としては、事実認定について行政庁の独断を疑うことが客観的にもっともと認められるような不公正な手続をとってはならず、内部的にせよ免許基準を設定して、これを公正かつ合理的に適用すべく、特に微妙／高度な認定を要するものは申請人に対して主張と証拠提出の機会を与えなければならない。これに反する審査手続によって免許申請の却下処分がされたときは、処分の違法事由となる（百選122）
　【2】標準処理機関（努力義務）

　　　　　・申請が到達してから処分するまで通常要すべき標準的な期間を定めるよう努めるとともに、適当な方法により公にしておかなければならない（6）

　【3】審査の開始

　　　　　・申請が到達したときは遅滞なく審査を開始しなければならず、形式上の要件に適合しない申請については相当期間を定めて補正を求め、申請により求められた許認可を拒否してはならない（7）

　　　　　　　→「到達」であって「受理」ではない

　【4】理由の提示

　　　　　・拒否する処分をする場合は、同時に処分の理由を示さなければならない（8Ⅰ）

　　　　　　　→審査基準が客観的指標により明確で、適合しないことが記載内容から明らかな場合は求めがあったときに提示すれば足りる（8Ⅰ但）

　　　　　・処分を書面でするときは、理由は書面により示さなければならない（8Ⅱ）

　　　　　・理由付記の趣旨から、理由付記の程度はいかなる事実関係に基づきいかなる法規を適用して処分がされたかを、申請者においてその記載自体から了知しうるものでなければならず、単に処分の根拠規定を示すだけでは理由付記としては十分でない（百選125）
　【5】その他の努力義務

　　　　　・申請者の求めに応じて審査の進行状況や処分時期の見通しを示すよう努めなければならない（9Ⅰ）

　　　　　・申請者の求めに応じて申請に必要な情報の提供に努めなければならない（9Ⅱ）

　　　　　・申請者以外の利害が許認可要件の場合は、意見を聴く機会を設けるよう努めなければならない（10）

［3］不利益処分

　【1】処分基準（努力義務）

　　　　　・処分基準を定め、公にしておくよう努めなければならない（12Ⅰ）

　　　　　　　→不利益処分は個々具体的な検討が必要な場合が多く、一般的な基準を設定するのは困難

　【2】不利益処分の手続

　　　　　・次に掲げる場合は、聴聞による意見陳述のための手続をとらなければならない（13Ⅰ①）

　　　　　　　→許認可の取消／資格や地位の剥奪／役員の解任／行政庁が相当と認める場合

　　　　　　　→いずれにも該当しない場合は、弁明の機会の付与による（13Ⅰ②）

　　　　　・公益上緊急の必要性がある場合／客観的資料により明らかな場合は、手続は省略できる（13Ⅱ）

　【3】理由の提示

　　　　　・不利益処分をする場合は、同時に処分の理由を示さなければならない（14Ⅰ）

　　　　　　　→処分をすべき差し迫った必要がある場合はこの限りでない（14Ⅰ但）

　　　　　・不利益処分を書面でするときは、書面により示さなければならない（14Ⅱ）

　【4】聴聞手続

　　（1）通知

　　　　　・聴聞前には、処分内容／根拠法令／原因事実／聴聞期日／所掌組織を通知しなければならない（15Ⅰ）

　　（2）当事者と参加人

　　　　　・当事者＝通知を受けた者は代理人を選任できる（16Ⅰ）

　　　　　・聴聞主宰者は利害関係を有すると認められる者に参加を求め／参加を許可することができる（17Ⅰ）

　　（3）文書の閲覧

　　　　　・当事者／参加人は、聴聞終結まで、調書や資料の閲覧を求めることができる（18Ⅰ）

　　　　　　　→第三者の利益を害するおそれなど正当の理由がなければ拒むことはできない（18Ⅰ）

　　（4）審理の方法

　　　　　・聴聞は行政庁が指名する職員／その他政令で定める者が主宰する（19Ⅰ）

　　　　　・期日冒頭で処分内容／根拠法令／原因事実を出頭者に説明しなければならない（20Ⅰ）

　　　　　　　→当事者／参加人は、意見陳述／証拠書類の提出／許可を得て質問－ができる（20Ⅱ）

　　　　　　　→主宰者は、当事者や参加人に質問や書類提出を促し／行政庁職員に説明を求めることができる（20Ⅳ）

　　　　　　　→行政庁が相当と認めない限り、公開しない（20Ⅵ）

　　（5）聴聞後の不利益処分の決定

　　　　　・主催者は、聴聞の経過を記した調書／主張に理由があるかどうかの意見を記した報告書－を行政庁に提出しなければならない（24ⅠⅢ）

　　　　　　　→行政庁は主催者の意見を十分に参酌して不利益処分を決定しなければならない

　　（6）異議申立てとの関係

　　　　　・聴聞を経てなされた不利益処分について、行政不服審査法による異議申立てをすることはできない（27Ⅱ）

　　　　　　　→審査請求であれば可能

　【5】弁明の機会の付与

　　（1）通知

　　　　　・弁明書提出期限前に、処分内容／根拠法令／原因事実／提出期限を通知しなければならない（30）

　　（2）書面主義

　　　　　・行政庁が口頭ですることを認めた場合を除き、弁明書を提出してするものとする（29Ⅰ）

　　　　　　　→弁明するときは証拠書類等を提出することができる（29Ⅱ）

　　（3）聴聞との相違点

　　　　　・参加人の概念がない／文書の閲覧は認められていない

［4］行政指導

［5］届出

　　　　　・届出が形式上の要件に適合している場合は、到達したときに届出をすべき手続上の義務が履行されたものとする（37）

［6］命令等を定める手続

　【1】命令等の定義→命令／規則／審査基準／処分基準／行政指導指針

　【2】一般原則――→根拠法令の趣旨に適合し、内容の適正確保に努めなければならない（38ⅠⅡ）

　【3】意見公募

　　　　　・命令等の案／関連資料をあらかじめ公示して広く一般の意見を求めなければならない（39Ⅰ）

　　　　　　　→意見提出期間は公示から30日以上でなければならない（39Ⅲ）

　　　　　　　→意見公募を実施したときは提出意見を十分に考慮しなければならない（42）

　　　　　　　→命令等を定めた場合は、提出意見を考慮した結果や理由を公示しなければならない（43Ⅰ）

　　　　　　　→公示はインターネットを活用する（45Ⅰ）

　　　　　　　→公益上緊急の必要がある場合／当然の軽微な変更の場合－は意見公募を省略できる（39Ⅳ）

4-3情報公開法

4-4個人情報保護法

5章　国家補償法

5-1国家補償の観念

5-2損失補償

5-3国家賠償

［1］国家賠償制度→憲17条
［2］国賠1条

　【1】賠償責任の根拠
　　　　　・国／公共団体の公権力の行使に当る公務員が、その職務を行うについて、故意過失によって違法に他人に損害を加えたときは、国／公共団体がこれを賠償する責任に任ずる（国賠1Ⅰ）
　【2】要件

　　（1）公権力の行使にあたる公務員の行為

〔a〕公権力――――――→行政権／司法権／立法権

　　　〔b〕公権力の行使の範囲→国賠法か民法か
　　　　　・権力行政は行為規範が明確であり違法性は導きやすい
　　　　　　　→行為規範が不明確な非権力的な行政作用を含めると、違法や過失の多元化の方向性へ

　　　　　・「公権力の行使」には、公立学校における教師の教育活動も含まれる（百選217）
　　　〔c〕公務員の特定
　　　　　・集団加害行為なら加害公務員の属する組織の特定／組織的決定ならば組織や名目的公務員の特定

　　　　　　　→特定が過度の負担となり不当に国を免責する結果を生じることがないように調整

　　　　　・一連の職務上の行為の過程において被害を生じさせた場合、具体的にどの公務員のどのような違法行為であるかを特定できなくとも、①一連の行為のうちのいずれかに行為者の故意過失による違法行為がなければ被害が生ずることはなかったであろうと認められ②どの行為であるにせよ国／公共団体が賠償責任を負う関係が存在するときは、加害行為不特定の故をもって賠償責任を免れることはできない（百選231）
　　（2）職務を行うについて
　　　　　・「職務を行うについて」とは、公務員が主観的に権限行使の意思を持つ場合に限らず自己の利益を図る意図をもってする場合でも、客観的に職務執行の外形をそなえる行為があれば、広く国民の権益を擁護する立法趣旨から、国は賠償責任を負う（百選230）
　　（3）故意過失

　　　　　・過失＝職務上要求される標準的な注意義務違反

　　　　　・法律解釈について異なる見解が対立し、実務上の取り扱いも分かれている場合、公務員が一方の見解を正当と解釈して公務遂行したときは、後に違法と判断されたからといって直ちに過失があったものとすることはできない（百選222）
　　（4）違法性
　　　〔a〕公権力発動要件欠如説

　　　　　・公権力行使のための要件を定める法律規定の違背（行為規範違反）が違法

→違法性同一説→違法性と過失の二元的審査

　　　　　　　→違法と過失を別要件とする法の趣旨／違法抑止機能や違法状態排除機能の重視

　　　　　・警察官の追跡行為中に第三者が被害を被った場合、追跡行為が違法というには職務目的を遂行する上で不必要であるor相当の態様や交通状況から予測される被害発生の具体的危険性に照らして追跡の開始継続や方法が不相当であることを要する（百選218）
　　　　　　　→必要性相当性を欠くものは公権力の発動要件をみたさないから違法？

　　　　　　　→第三者に対する関係では権限規定が存在しない以上、注意義務違反を問題にするほかない？

　　　　　　　→逃走車両に対しては適法でも第三者に対しては違法（対人的相対性）を認める？

　　　　　・税関所長の更正処分は、所得金額を過大認定していたとしても直ちに違法の評価を受けるものではなく、資料を収集して課税要件事実を認定判断する上で職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と更正をしたと認めうるような事情がある場合に限り、違法の評価を受ける（百選221）
　　　　　　　→客観的行為規範が明確である以上、「過失がない」と認定すべき
　　　〔b〕職務行為標準説

　　　　　・職務上要求される注意義務の懈怠（注意義務違反）が違法

→違法相対説→違法性と過失の一元的審査

　　　　　　　→職務遂行上の一般的適法性と損害補填における適法性は別の次元／被害者救済機能の重視

　　　　　　　　　→目的が違うことは過失で斟酌すれば足りる？別概念にして混乱させる実益はある？

　　　　　・検察官の逮捕や起訴が無罪判決の確定だけで違法になることはなく、逮捕勾留時点で嫌疑に相当な理由があり必要性が認められる限りは適法であり、起訴時の検察官の心証は性質上、裁判官の心証とは異なり、起訴時の各種証拠資料を総合勘案して合理的判断過程により有罪と認められる嫌疑があれば足りる（百選229）
　　　　　　　→特殊な国家活動であり、公権力の発動要件の欠如を問うものではない
　　　　　・裁判官の裁判に上訴等によって是正されるべき瑕疵が存したとしても違法な行為ということはできず、裁判官が違法／不当な目的をもって裁判をしたなど、付与された権限の趣旨に明らかに背いて行使したと認められる特段の事情のあることが必要（百選228）
　　　　　　　→特殊な国家活動であり、公権力の発動要件の欠如を問うものではない
　　　　　　　→裁判官も当然に「公務員」に該当（裁判官独立の原則は絶対無答責を意味するものではない）
　　　　　　　→事実認定や法律解釈に絶対的な基準はないから、特別の事情は「悪意」あることが必要？

　　　　　・立法行為（不作為を含む）が違法となるかは、国会議員の行動が個別の国民に対して負う職務上の法的義務に違背したかどうかの問題であって、立法内容の違憲性の問題とは区別されるべきである。憲法の採用する議会制民主主義の下においては、国会議員は国民の多元的な意見や利益を立法過程に反映させ、議員の自由な討論を通してこれらを調整し、究極的には多数決原理による統一的な国会意思を形成すべき役割を担うものであり、多様な国民の意向をくみつつ国民全体の福祉の実現を目指して行動することが要請されているから、議会制民主主義が適正かつ効果的に機能することを期するためにも、立法過程における行動で立法内容にわたる実体的側面に係るものは、議員の政治的判断に任せ、その当否は国民の自由な言論と選挙による政治的評価に委ねるのが相当である。国会議員の立法に関しては原則として国民全体に対する関係で政治的責任を負うにとどまり、個別の国民の権利に対応した法的義務を負うものではないのであって、立法の内容が憲法の一義的文言に違反しているにもかかわらず国会があえて当該立法を行うような例外的な場合でない限り違法の評価を受けない（百選227）
　　　　　・①立法内容／立法不作為が国民に憲法上保障されている権利を違法に侵害することが明白な場合②憲法上保障されている権利行使の機会を確保するために所要の立法措置を執ることが必要不可欠で、それが明白であるにもかかわらず、国会が正当な理由なくこれを怠る場合－には例外的に違法の評価を受ける（最判H17.9.14）
　　（5）加害行為による損害
　【3】立法不作為と違法性
　　（1）行政裁量と違法性

　　　　　・不作為が違法となるには、作為義務が前提＝効果裁量がゼロにならなくてはならない

　　　　　　　→裁量権収縮論／裁量権消極的濫用論にせよ判断要素は…

　　　　　　　→①重大な法益侵害の危険②予見可能性③結果回避可能性④期待可能性（補充性）

　　　　　　　→予見可能性と結果回避可能性は不可欠の要素であり、当然に過失は認められることになる

　　　　　・規制権限の不行使は、権限を定めた法令の趣旨目的／権限の性質に照らし、不行使が許容される限度を逸脱して著しく合理性を欠くと認められるときは、不行使により被害を受けた者に対して違法となる（判例法理）
　　　　　・クロロキン製剤に対する副作用については、医学的薬学的知見の下では有用性が否定されていなかったから、権限不行使が著しく合理性を欠くとはいえない（百選224）
　　　　　・水俣病について、水質二法は周辺住民の生命健康の保護を主要目的の一つにしていること／公式発見から3年を経過し深刻かつ重大な被害が継続していたこと／それを認識していたこと／排出源がチッソ工場と認識しえたこと／排水の分析が可能であったこと／規制権限行使によって被害拡大を防ぐことができたこと－などを総合考慮すると、権限不行使は著しく合理性を欠く（百選226）
　　　　　・じん肺について、鉱山保安法は鉱山労働者の危害の防止／安全や健康の確保を目的とし、通産大臣に付与された権限は健康確保のためにできる限り速やかに技術の進歩や最新の医学的知見に適合したものに改正すべく、適時適切に行使されるべきものであるから、権限不行使は著しく合理性を欠く（百選225）
　　（2）根拠法令の保護範囲

　　　　　・宅建業法は、免許を付与した宅建業者の人格や資質を一般的に保障して個々の取引関係者が被る具体的な損害の防止や救済を直接的な目的とするものではないから、かかる損害の救済は一般の不法行為規範等に委ねられているというべき。具体的事情の下において、監督処分権限が付与された趣旨目的に照らし、その不行使が著しく不合理と認められるときでない限り、当該取引関係者に対する関係では違法の評価は受けない（百選223）
　　　　　　　→行為規範の保護範囲の問題は、原告適格における反射的利益論と類似（個別国民に対する法的義務か）
　　　　　　　→違法性一元論なら、「違法は違法」とした上で、「保護すべき利益＝損害がない」とする

　　（3）精神的損害
　　　　　・水俣病申請処理の遅延について、早期処分により不安定な地位から解放されたいという期待／期待の背後にある焦燥や不安の気持ちを抱かされないという利益－は、内心の静穏な感情を害されない利益として不法行為上の保護対象となり得る。不当に長期間に処分がなされない場合、内心の静穏な感情を害するに至るであろうことは容易に予測できることであるから、処分庁には結果を回避すべき条理上の作為義務がある。そして作為義務に違反したといえるためには、必要とされる期間内に処分できなかったことだけでは足りず、処分庁として通常期待される努力によって遅延を解消できたのに、これを回避するための努力を尽くさなかったことが必要である（百選220）
　【4】法的効果
　　（1）金銭賠償の原則

　　（2）公務員個人への損害賠償請求

　　　　　・公務員個人がその責任を負うものではない（百選234）
　　　　　　　→公務員の職務執行への萎縮を回避／否定しても被害者の救済に欠けることはない
［3］国賠2条
　【1】意義

　　　　　・道路／河川／その他の公の営造物の設置／管理に瑕疵があったために他人に損害を生じたときは、国／公共団体は賠償する責に任じる（国賠2Ⅰ）
　　　　　　　→営造物は土地工作物より広い概念であり、占有者免責はない
　【2】無過失責任
　　　　　・営造物の設置管理の瑕疵とは、営造物が通常有すべき安全性を欠いていることをいい、過失の存在を必要としない（百選235）
　【3】要件

　　（1）公の営造物

　　　　　・国や公共団体によって直接に公の目的のために供用されている個々の有体物

　　　　　　　→動産／人工的に管理されている自然公物も含まれる

　　　　　　　→無体財産／人的施設／公の用に供されない普通財産は含まれない

　　（2）設置・管理

　　　　　・法律上の設置管理者だけではなく、事実上の設置管理者も含まれる（判例）

　　（3）瑕疵

　　　〔a〕瑕疵の意義

　　　　　・営造物が通常有すべき安全性を欠く状態をいい、瑕疵の存否については、営造物の構造／用法／場所的環境／利用状況－など諸般の事情を考慮して具体的個別的に判断すべきものである（百選239）
　　　〔b〕不可抗力の場合
　　　　　・赤色灯が倒れたまま放置されていたことは、道路の安全性に欠如があったといわざるを得ないが、それは夜間の事故発生直前に他車によって惹起されたものであり、時間的に道路管理者が遅滞なく原状に復して道路を安全良好な状態に保つことは不可能であったというべきであるから、このような状況では瑕疵はなかったというべき（判例）
　　　　　・大型トラックが長時間放置されたことについて、道路管理者は道交法上、道路を常時良好な状態に保つよう維持修繕して一般交通に支障ないよう努める義務を負うところ、87時間にわたってトラックが放置されて道路の安全性を著しく欠如する状態であったにもかかわらず、バリケード設置や通行止めなど必要とされる措置を全く講じていなかったのであるから、道交法上、違法駐車の移動を行うのが警察官であったとしても、損害賠償責任を免れることはできない（百選236）
　　　〔c〕用法逸脱の場合
　　　　　・テニスコートの審判台について、通常有すべき安全性の有無は本来の用法に従った使用を前提とした上で何らかの危険発生の可能性があるか否かによって決せられる。本件では本来の用法に沿えば転倒の危険を有する構造ではなく、20年間生徒が使用して事故がなかったものである。幼児がいかなる行動に出ても不測の結果が生じないようにせよというのは設置管理者に不能を強いるものであって、通常予測し得ない異常な方法で使用しないという注意義務は利用者側が負うのが当然である（百選240）
　　　　　　　→予測可能性が争点だが、過失ではなく瑕疵の問題

→通常予測しうるものなら瑕疵はある／通常予測し得ない行動に起因するものは瑕疵がない
　　　〔d〕機能的瑕疵
　　　　　・安全性の欠如＝他人に危害を及ぼす危険性のある状態とは、施設自体に存する物理的外形的な欠陥や不備によるものだけではなく、営造物が供用目的に沿って利用されることとの関連において危害を生ぜしめる危険性がある場合も含み、その危害は利用者のみならず第三者に対するものも含む。第三者に対する関係で違法な権利侵害となるかを判断するにあたっては、侵害行為の態様と侵害の程度／被侵害利益の性質と内容／侵害行為のもつ公共性ないし公益条の必要性－を比較検討するほか、侵害行為の継続の状況／被害防止措置の有無と効果－を総合的に考察して決するべきである（百選241）
　　　〔e〕河川管理の瑕疵
　　　　　・未改修河川について、河川は自然発生的な公共用物であって、当初から人工的に安全性を備える営造物とは性質を異にし、もともと自然的原因による災害をもたらす危険性を内包している。したがって、河川の通常備えるべき安全性の確保は、予想される災害に対処すべく治水事業によって達成されていくことが当初から予定されている。治水事業の実施には、財政的制約／技術的制約／社会的制約があり、道路の一時封鎖のような簡易な危険回避手段もないから、未改修河川の安全性としては、一般に施行されてきた治水事業による改修／整備の過程に対応する、いわば過渡的な安全性をもって足りるとせざるを得ない。河川管理の瑕疵の有無は、過去の水害の状況／発生原因／被害の性質／地形／土地の利用状況／改修の緊急性の有無－など諸般の事情を考慮し、同種同規模の河川管理の一般水準or社会通念に照らして是認しうる安全性を備えているかを基準として判断する。すでに改修計画が定められ、全体として格別不合理と認められない場合は、事情変更など特段の事情のない限り、未改修の一事をもって瑕疵を認めることはできない（百選237）
　　　　　・改修済河川について、改修／整備がされた段階において当時の防災技術の水準に照らして通常予測し、かつ、回避できる水害を未然に防止するに足りる安全性を備えるべきである。改修段階では予測不能だが災害発生時点で通常予測可能になった危険については、河川管理に関する諸制約に照らし、対策を講じなかったことが河川管理の瑕疵に該当するかを判断すべきである（百選238）
［4］国賠法のその他の問題
　【1】国賠法3条

　　　　　・公務員の選任監督／営造物の設置管理にあたる者と、公務員／営造物の費用負担者が異なるときは、費用負担者もまた損害を賠償する責に任じる（国賠3）

　　　　　・国賠3条1項は、賠償責任を負う者の選択が困難にならないようにするとともに、被害者の救済を全からしめようとするためでもあるから、設置費用の負担者には、設置費用について法律上負担義務を負う者のほか、これと同等／これに近い設置費用を負担して実質的に営造物による事業を共同して執行していると認められる者であって、瑕疵による危険を効果的に防止しうる者も含まれる。設置費用の半分を国立公園事業の補助金として負担した国は費用負担者に該当する（百選242）
　【2】国賠法4条5条
　　（1）意義

　　　　　・国／公共団体の損害賠償責任については、前3条の規定によるほか、民法の規定による（国賠4）

　　　　　・国／公共団体の損害賠償責任については、民法以外の法律に別段の定めがあればそれによる（国賠5）

　　（2）国家賠償法と失火責任法
　　　　　・失火責任法は責任条件について民709条の特則を規定したものであり、国賠法4条の「民法」に含まれると解するのが相当。失火責任法の趣旨にかんがみても、公務員の失火についてのみ同法を排除すべき合理的理由はない。したがって公務員に重大な過失があることが必要（百選243）
［5］国家補償制度の谷間
　　　　　・適法行為による財産権以外の侵害／違法無過失行為による侵害
　　　　　・予防接種による後遺障害の発生原因は、禁忌者に該当していたこと／個人的素因を有していたこと－が考えられるが、禁忌者に該当していたことによって後遺障害が発生したという高度の蓋然性があると考えられる。したがって、禁忌者識別のために必要な予診が尽くされたが該当事由を発見できなかったこと／個人的素因を有していたこと－など特段の事情が認められない限り、被接種者は禁忌者に該当していたと推定される（百選219）
　　　　　　　→禁忌者の識別判断を誤った場合は、副反応による死亡／障害を予見し得たもの（＝過失）とも推定

　　　　　　　→予診を尽くしたことを反証しない限り、禁忌者該当＋過失の推定を覆せない
6章　行政訴訟法

6-1行政不服申立て

［1］行政不服審査法の趣旨と目的
　　　　　・行政庁の違法／不当な公権力の行使に関し、国民に対して広く不服申立てのみちを開くことによって、簡易迅速な手続による国民の権利利益の救済を図るとともに、行政の適正な運営を確保することを目的とする（1Ⅰ）

　　　　　　　→不服申立ては行政による自己統制であり、当不当の判断が可能（裁判より審査範囲は拡大）

　　　　　　　→審査は公正中立か？権利救済の確実性は？

［2］不服申立ての対象

　【1】処分

　　　　　・公権力の行使にあたる事実行為で、収用／留置など内容が継続的性質を有するものを含む（2Ⅰ）

　　　　　　　→処分性の定義は結局解釈＝行政事件訴訟法と同義

　【2】不作為

　　　　　・法令に基づく申請に対して、相当な期間に行為をすべきであるにかかわらず、これをしないこと（2Ⅱ）

　　　　　　　→申請者のみが申立てできる

［3］不服申立て事項

　　　　　・処分に不服がある者は、審査請求／異議申立ができる

　　　　　　　→次号に掲げる場合／法律に特別の定めがある場合は除く（4Ⅰ＝概括主義）

　　　　　・条例に基づく処分にも適用される

　　　　　　　→行政不服審査法は処分に対する一律の最低限度の救済を保障する趣旨とするならば…

　　　　　　　→「法律に特別の定め」には条例は含まれず、条例による制限は許されない？

［4］行政不服申立ての種類

　【1】申立ての種類

　　（1）審査請求

　　　　　・処分庁に上級行政庁があるとき（5Ⅰ①）

　　　　　　　→処分庁が主任大臣（上級は首相）／外局（上級は大臣）／庁（同）のときは異議申立てへ

　　　　　・上級行政庁はないが、法律／条例に審査請求できる旨の定めがあるとき（5Ⅰ②）

　　　　　　　→本来は異議申立てだが、審査請求も認める（保険など）

　　　　　　　→この場合、審査請求も異議申立てもできることになるが…

　　　　　　　→原則として異議申立ての決定を経た後でなければ、審査請求をすることはできない（20）

　　（2）異議申立て

　　　　　・処分庁に上級行政庁がないとき（6Ⅰ①）

　　　　　　　→首長／独立性の強い委員会（人事院／収用委）／独立行政法人／特殊法人など

　　　　　・上級処分庁があるが、法律／条例に異議申立てできる旨の定めがあるとき（6Ⅰ③）

　　　　　　　→本来は審査請求だが、異議申立ても認める（租税など）

→この場合、審査請求も異議申立てもできることになるが…

　　　　　　　→原則として異議申立ての決定を経た後でなければ、審査請求をすることはできない（20）

　　（3）再審査請求

　　　　　・法律に特別の定めがあるとき（8Ⅰ①）

　　　　　・原権限庁が権限を委任した場合、原権限庁が審査庁として裁決したとき（8Ⅰ②）

　【2】審査請求と異議申立ての関係

　　（1）相互独立主義

　　　　　・択一的であり原則として審査請求中心主義

　　　　　　　→異議申立てもできるときは、異議申立前置主義（20）

　　　　　　　→教示しない／3カ月経過しても決定なし／その他理由があるときは、この限りでない（20但）

　　（2）不作為に対する不服申立て

　　　　　・不作為については、異議申立て／審査請求のいずれかをすることができる（7＝自由選択主義）

　　　　　　　→翻意を促すものでなく事務処理を促すにすぎないから、直接行政庁に申し立てた方が迅速かつ適切

［5］不服申立ての要件

　【1】処分or不作為の存在

　【2】正当な当事者

　　（1）不服申立能力

　　（2）不服申立適格

　　　　　・景表法の規定により一般消費者が受ける利益は公益保護の結果として生ずる反射的利益／事実上の利益であって、法律上保護された利益とはいえない（百選138）
　　　　　　　→「国民の権利救済」＋「行政な適正な運営」を重視すれば、原告適格より広がる？

　【3】権限を有する行政庁

　【4】不服申立て期間

　　（1）処分に対する不服申立て

　　　　　・処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内（審査請求は14Ⅰ／異議申立ては45）

　　　　　・審査請求は、正当理由ない限り、処分のあった日の翌日から起算して1年以内（14Ⅲ）

　　（2）不作為に対する不服申立て

　　　　　・不作為状態が続くから申立て期間はない

　【5】形式と手続の遵守

　　（1）不服申立ての要式

　　　　　・口頭でできる旨の定めがある場合を除いて、書面でしなければならない（9Ⅰ）

　　　　　・補正できるものであるときは、審査庁は補正を命じなければならない（21／48）

　　（2）不服申立前置主義の場合
　　（3）聴聞手続を経た不利益処分に対する異議申立て

［6］教示制度

　【1】教示制度の趣旨

　【2】教示をなすべき場合

　　　　　・不服申立てできる処分をする場合には、その旨／行政庁／期間を教示しなければならない（57Ⅰ）

　　　　　　　→処分を口頭でする場合はこの限りでない（57Ⅰ但）

　　　　　・利害関係人が求めた場合も、教示しなければならない（57Ⅱ）

　　　　　　　→書面による教示を求めた場合には、書面で教示しなければならない（57Ⅲ）

　【3】教示を誤った場合

　　（1）教示を怠った場合

　　　　　・教示しなかったときは、当該処分庁に不服申立書を提出できる（58Ⅰ）

　　　　　　　→審査請求できる処分であった場合は、速やかに審査庁に送付しなければならならず（58Ⅲ）、送付により初めから不服申立てがされたものとみなす（58Ⅳ）

　　　　　　　→異議申立てすべき処分であった場合は、提出により初めから申立てがされたものとみなす（58Ⅴ）

・不服申立書の提出自体が不服申立期間を徒過した場合は、「やむを得ない理由」（14Ⅰ但）には該当せず、救済されない（判例）
　　（2）誤って審査請求できると教示した場合

　　　　　・誤って審査請求できると教示した場合、審査請求に対する裁決（却下裁決）があったことを知った日から6カ月／裁決の日から1年を経過すると提起できない（行訴14Ⅲ）

　　（3）審査庁を誤って教示した場合

　　　　　・審査庁を誤った場合、誤って教示された行政庁は速やかに審査請求書を審査庁／処分庁に送付し、その旨を請求人に通知しなければならない（18Ⅰ）

　　　　　・誤って異議申立てを教示した場合、速やかに異議申立書を審査庁に送付し、その旨を請求人に通知しなければならない（18Ⅲ）

              →送付されたときは、初めから審査庁に審査請求されたものとみなす（18Ⅳ）

　　（4）期間を誤った場合

　　　　　・法定期間より長い期間を教示した場合、教示された期間内であれば法定期間内にされたものとみなす（19）

　　　　　　　→短い期間を教示して断念した場合の救済はない

［7］執行不停止の原則

　【1】執行不停止の原則

　　　　　・不服申立ては、処分の効力／処分の執行／手続の続行を妨げない（34Ⅰ）

　【2】執行停止の例外

　　（1）任意的執行停止

　　　　　・上級行政庁である審査庁は、必要があると認めるときは、申立て／職権で、執行停止＋その他の措置を行うことができる（34Ⅱ）

　　　　　・上級処分庁以外の審査庁は、必要があると認めるときは、申立てにより、処分庁の意見を聴取した上で執行停止できる（34Ⅲ）

　　（2）必要的執行停止

　　　　　・申立てにより、重大な損害を避けるため緊急の必要があると認めるときは、審査庁は、執行停止しなければならない（34Ⅳ）

　　　　　　　→公共の福祉に重大な影響／本案について理由がないときはこの限りでない（34Ⅳ但）

［8］不服申立ての審理

　【1】書面審理主義の原則

　　　　　・審査請求の審理は書面による（25Ⅰ）

　　　　　　　→申立人／参加人の申立てがあったときは、口頭で意見を述べる機会を与えなければならない（25Ⅰ但）

　　　　　　　→本案審理のみで要件審理には機会付与なくてもいい？区別できないなら…

　【2】職権主義

　　　　　・職権証拠調べの採用（27～30）

　　　　　・職権探知主義も認められる（通説）

　　　　　　　→行政統制も目的であり公益実現のためには主張のない事実も調査すべき

　　　　　　　→請求人の専門知識不足を補って実質的公平を実現

　　　　　　　→不意打ちにならない？（審査庁による理由の追加や差替え／主張ないまま処分庁有利な判断）

　【3】審理手続

　　（1）弁明書と反論書の提出

　　　　　・審査庁は、審査請求書の副本を処分庁に送付し、弁明書の提出を求めることができる（22Ⅰ）

　　　　　　　→請求人／参加人が弁明書の提出を求めることはできない？

　　　　　・審査請求人が弁明書の送付を受けたときは、反論書を提出することができる（23Ⅰ）

　　　　　　　→請求人／参加人は証拠書類や証拠物を提出することができる（26）

　　（2）書類閲覧請求権
　　　　　・処分庁は処分理由となった事実を証明する書類／物件を審査庁に提出できる（33Ⅰ）

　　　　　　　→請求人／参加人は審査庁に対して提出された書類／物件の閲覧を請求できる（33Ⅱ）

　　　　　　　→審査庁は正当な理由があるときでなければ閲覧を拒むことはできない（33Ⅲ）

　　　　　・審査庁は、申立て／職権で、書類／物件の所持人に提出を求めることができる（28）

　　　　　　　→これで提出された書類／物件も閲覧対象になるのか？

［9］裁決と決定

　【1】裁決と決定の種類
　【2】認容の場合

　　（1）認容裁決

　　　　　・審査庁は裁決で当該処分の全部または一部を取消す（40Ⅲ）

　　　　　　　→処分庁に対して全部または一部を撤廃すべきことを命ずるとともに、裁決で宣言する（40Ⅳ）

　　　　　　　→審査庁が上級行政庁の場合は、当該処分を変更することができる（40Ⅴ）

　　　　　　　　　→ただし審査請求人に不利益に変更することはできない（40Ⅴ但書）

　　　　　　　　　→指揮監督権によるものではなく、審査庁の立場として特に認められたもの？

　　（2）認容決定

　　　　　・処分庁は決定で当該処分の全部または一部を取消し／変更する（47Ⅲ）

　　　　　　　→ただし異議申立人の不利益に変更することはできない（47Ⅳ）

　　　　　　　→処分が諮問答申によってなされたときは、さらに諮問答申しなければならない（47Ⅴ）

　　（3）不作為に対する認容裁決

　　　　　・審査庁は当該不作為庁に対して速やかに申請に対する何らかの行為をすべきよう命じ、宣言する（51Ⅲ）

　　（4）不作為に対する認容決定

　　　　　・申立の翌日から起算して20日以内に、何らかの行為をするか、不作為の理由を書面で示さなくてはならない（50Ⅱ）

　　（5）再審査請求
　　　　　・審査請求を却下／棄却した裁決が違法／不当でも、原処分が違法／不当でないときは棄却する（55）

　【3】方式

　　　　　・裁決／決定をなすべき明文規定はない

　　　　　　　→不作為が違法と評価されても裁決が無効になるわけではない／不作為の違法確認訴訟は提起できる

　【4】効力

　　（1）不可変更力

　　　　　・権限ある機関がいったん判断を下した以上は、自らその判断を覆すことはできない

　　　　　　　→国家機関が紛争を解決する争訟裁断作用であり、紛争を蒸し返すことは控えるべき

　　（2）形成力

　　（3）拘束力

　　　　　・裁決は関係行政庁を拘束する（43Ⅰ）

　　　　　　　→申請に基づく処分については、処分庁は裁決の趣旨に従って改めて処分しなければならない（43Ⅱ）

　　　　　　　→処分庁が認容変更裁決を抗告訴訟で争うことはできない
6-2-1（行政事件訴訟法）類型
［1］抗告訴訟

　【1】取消訴訟

　　（1）定義

・行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為の取消しを求める訴訟（3Ⅱ）

　　　　　・不服申立てに対する裁決／決定その他行為の取消しを求める訴訟（3Ⅲ）

　　（2）処分の取消と裁決の取消との関係

　　　　　・両者を提起できる場合、裁決の取消しの訴えにおいて原処分の違法を理由とすることはできない（10Ⅱ）

　　　　　　　→個別法で裁決取消主義を採用している場合は、裁決取消訴訟で原処分の違法を訴える

　　　　　・郵政局長の停職処分を人事院が減給処分に修正裁決した場合、「修正」とは処分権限発動事由が存在し、処分庁の権限発動の意思決定自体は承認しながら、処分権者の決定した種類や量定について適法性や妥当性を判断して人事院の裁量によって意思決定の内容に変更を加えるものである。したがって、原処分が消滅して人事院が新たな処分をしたものではなく、原処分は当初から修正裁決による修正通りの法律効果を伴う処分として存在しているから、原処分を取消す利益を失うものではない（百選143）
　【2】無効等確認の訴え
　　（1）定義――――――→処分や裁決の存否／効力の有無の確認を求める訴訟（3Ⅳ）

　　（2）取消訴訟との関係

　　（3）確認の利益

　　　〔a〕予防的無効確認訴訟

　　　　　・当該処分／裁決に続く処分により損害を受けるおそれのある者

　　　　　　　→補充性は不要？（二元説）

　　　〔b〕補充的無効確認訴訟
・その他法律上の利益を有する者で、存否や効力の有無を前提とする現在の法律関係に関する訴えによって目的を達することができないもの
　　　　　・土地改良事業に伴う換地処分の照応原則違反を争う場合、換地処分は多数の土地所有者など多数の権利者が相互に連鎖して関連しあっているものであるから、換地処分の効力をめぐる紛争を私人間の法律関係に関する個別の訴えによって解決しなければならないというのは必ずしも適当ではなく、また照応原則違反を訴える者は有利な換地が交付されるべきことを主張しているのであって、従前の土地に関する所有権等の権利保全を目的とするものではないから、換地処分の無効確認を求める訴えの方がより直截的で適切な争訟形態というべき（百選184）
　　　　　・原発の民事差止と許可無効確認を併合提起した場合、目的を達することができない場合とは、処分の無効を前提とする当事者訴訟／民事訴訟によっては処分で被る不利益を排除できない場合はもちろん、処分に起因する紛争を解決するための争訟形態として、無効を前提とする当事者訴訟／民事訴訟との比較において、処分の無効確認を求める訴えの方がより直截的で適切な争訟形態であるとみるべき場合をも意味する。本件における民事差止訴訟は、設置許可の効力の有無を前提とするものではないし、許可処分に起因する紛争を解決するための争訟手段として民事差止めが許可無効確認よりも直截的で適切ともいえない（百選185）
　　（4）取消訴訟規定の準用（38）

　　　　　・出訴期間／第三者効／事情判決については準用されない

　　　　　　　→法律関係を形成するわけでもなく、争点訴訟で先決問題となれば当然に第三者効は有しない

　　　　　　　→取消訴訟との相違は瑕疵の程度であって、第三者効を認めないのは不合理？

　　（5）争点訴訟

　　　　　・私法上の法律関係に関する訴訟において、処分の存否や効力の有無が争われている場合には、行政庁の訴訟参加／出訴の通知／釈明処分の特則／職権証拠調べの規定が準用される（45ⅠⅣ）

　【3】不作為の違法確認の訴え

　　　　　・法令に基づく申請に対し、相当期間内に何らかの処分／裁決をすべきであるのにこれをしないことについての違法の確認を求める訴訟をいう（3Ⅴ）

　　　　　　　　→処分／裁決についての申請をした者に限りすることができる（37）

　　　　　　　　→認容判決には拘束力が生じるが、法的に強制する手段はない

　【4】義務付け訴訟

　　（1）直接型義務付け訴訟

　　　　　・行政庁が一定の処分をすべきなのにこれがされないときに、処分／裁決をすべき旨を命ずるよう求める訴訟（3Ⅵ①）

　　　　　　　→重大な損害を生じるおそれがあり、損害を避けるため他に適切な方法がないときに限り提起できる（37の2Ⅰ）

　　　　　　　→一定の処分を命ずることを求めるについて法律上の利益を有する者に限り提起できる（37の2Ⅲ）

　　　　　・処分をすべきことが根拠法令の規定から明らかと認められるor裁量権の逸脱濫用と認められるときは、裁判所は処分をすべき旨を命じる判決をする（37の2Ⅳ）

　　（2）申請満足型義務付け訴訟

　　　　　・法令に基づく申請に対し、行政庁がその処分をすべきであるのにこれがされないときに、処分／裁決をすべき旨を命ずるよう求める訴訟（3Ⅵ②）

　　　　　　　→申請に対して応答なし／申請拒否が無効or取消されるべきものであるときに提起できる（37の3Ⅰ）

　　　　　　　→申請／審査請求をした者に限って提起することができる（37の3Ⅱ）

　　　　　　　→不作為の違法確認／取消訴訟か無効確認を併合して提起しなければならない（37の3Ⅲ）
　　　　　・処分をすべきことが根拠法令の規定から明らかと認められるor裁量権の逸脱濫用と認められるときは、裁判所は処分をすべき旨を命じる判決をする（37の3Ⅴ）

　　　　　　　→迅速な争訟の解決に資すると認めるときは、取消訴訟についてのみ終局判決をすることができ、当事者の意見を聴いて、当該訴えの訴訟手続が完了するまで義務付けの訴えを中止できる（37の3Ⅵ）
　【5】差止訴訟
　　　　　・一定の処分／裁決をすべきでないのにこれがされようとしている場合に、処分／裁決をしてはならない旨を命ずるよう求める訴訟（3Ⅶ）

　　　　　　　→重大な損害を生じるおそれがあり、損害を避けるため他に適当な方法がない場合に限り提起できる（37の4Ⅰ）

　【6】仮の義務付け・差止め

　　　　　・義務付け／差止の訴えの提起があった場合において、処分されない／されることにより生ずる償うことができない損害を避けるために緊急の必要があり、本案について理由があるとみえるときは、申立てにより、仮の義務付け／差止めを命ずることができる（37の5ⅠⅡ）
　　　　　　　→公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあるときはすることができない（37の5Ⅲ）

［2］当事者訴訟

　【1】形式的当事者訴訟

　　　　　・当事者間の法律関係の確認／法律関係を形成する処分に関する訴訟で、法令の規定により法律関係の当事者の一方を被告とするもの（4前）

　　　　　　　→立法政策による取消訴訟の排他的管轄の例外

　　　　　　　→土地収用の範囲や時期（公益的裁決）については収用委員会の収用裁決を取消訴訟で争うが、損失補償額（利益的裁決）については、起業者と土地所有者との間で争わせる（土収133Ⅱ）

　【2】実質的当事者訴訟
　　　　　・公法上の法律関係に関する確認の訴えその他公法上の法律関係に関する訴訟

　　　　　　　→公法私法二元論が前提／争点訴訟と区別する実益はなく、あるとすれば簡裁にいかないぐらい？

　　　　　　　→処分性が認められない行政作用の受け皿

［3］客観訴訟
　【1】民衆訴訟

　　　　　・国／公共団体の機関の法規に適合しない行為の是正を求める訴訟で、選挙人たる資格その他自己の法律上の利益に関わらない資格で提起するもの（5）

　　　　　　　→法律に定める場合において、法律に定める者に限り提起することができる（42）
　　　　　・選挙や当選の効力に関する訴訟（公選法203～）／住民訴訟（地自法242の2）など

　【2】機関訴訟

　　　　　・国／公共団体の機関相互間における権限の存否／行使に関する紛争についての訴訟（6）

　　　　　　　→法律に定める場合において、法律に定める者に限り提起することができる（42）

　　　　　・首長と議会が対立した際の議決や選挙の瑕疵を争う場合（地自法176Ⅶ）など
6-2-2（行政事件訴訟法）訴訟要件

［1］処分性
　【1】意義

　　　　　・処分の取消しの訴えとは、行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為（処分）の取消しを求める訴訟をいう（3Ⅱ）

　　　　　・公権力の行使＝法を根拠とする優越的地位に基づいて一方的に行う行為（法による授権＋権力的作用）

　　　　　　　→法規範によって公権力＝優越的意思（国民意思の抑圧機能）が付与されているか（機能論）

→不服申立制度の法定／特別の法的仕組みを手がかりに

　　　　　・取消訴訟は行政機関の行為によって権利利益を侵害された者を救済する制度なのだから…

　　　　　　　→直接に国民の権利義務を形成し範囲を確定する具体的な法的効果を有する必要

　　　　　・処分＝法を根拠とする優越的地位に基づいて一方的に行う行為であって、直接に国民の権利義務を形成し範囲を確定する具体的な法的効果を有するもの
　　　　　・行政庁の処分とは、公権力の主体たる国／公共団体が行う行為のうち、直接国民の権利義務を形成しまたはその範囲を確定することが法律上認められているものをいう。取消訴訟は、行政目的を可及的速やかに達成せしめる必要性と、これによって権利利益を侵害された者の法律上の救済を図る必要性とを勘案し、行政庁の行為が仮に違法であっても一応適法性の推定を受けて有効と取り扱われるものであることを認め、これによって権利利益を侵害された者の救済については、通常の民事訴訟の方法によることなく特別の規定によるべきこととしたのである（百選156）
　　　　　　　→効果の「直接性」「個別具体性」「法的効果性」が問われる
　【2】処分性が認められるもの

　　（1）行政行為

　　（2）法律の規定を根拠とするもの

　　　　　・生活保護決定／国家公務員の免職／公の施設の利用許可拒否

　　（3）理論上の形式的行政行為

　　　　　・取消訴訟以外の手続では訴訟を提起することができない場合

　　　　　・他の訴訟を提起できる場合であっても権利保護として十分でない場合

　　　　　　　→「権利義務の形成という具体的な法的効果」の有無を緩く判断することで実質的に対応？

　　　　　　　→どの段階で訴えを認めるべきかの問題は、紛争の成熟性／行政活動への過剰介入回避の調整が必要

　　（4）処分性の概念の拡張

　【3】処分性がないとされるもの

　　（1）内部的行為→同意／通達／内部承認（直接性なし）
　　　　　・通達は、一般の国民を直接拘束するものではなく、通達の趣旨に反する処分をしたとしてもその効力は左右されず、裁判所は通達とは異なる法令解釈をすることができるから、取消訴訟の対象にはならない（百選52）
　　　　　・新幹線工事実施計画の認可は、いわば上級行政機関としての運輸相が下級行政機関としての日本鉄道建設公団に対してなす監督手段としての承認の性質を有し、行政機関相互の行為と同視すべきものであるから、外部に対する効力を有さず直接国民の権利義務を形成し範囲を確定する効果は伴わない（百選2）
　　　　　　　→法人格付与を法主体性の承認とみれば、法主体VS国の処分と構成して原告適格の問題が残る？

　　　　　・消防長の同意は、知事に対する行政機関相互間の行為であるから、知事の建築出願不許可処分に対して消防長の同意拒絶の違法を主張することは格別、消防長を被告として取消訴訟を提起することはできない（百選23）
　（2）法的効果がない行為

　　〔a〕事実行為
　　　　　・採用内定通知は東京都職員としての地位を取得させることを目的とする確定的意思表示／始期付採用行為と目すべきものではなく、就職するために準備を行った者に損害賠償責任を負うことがあるのは格別、採用内定の取消自体は内定者の法律上の地位ないし権利関係に影響を及ぼすものではないから処分性を有しない（判例）
　　〔c〕通知
　　　　　・通知＝特定／不特定多数人に特定事項を知らしめる観念の通知であって原則として処分性はないが…

　　　　　・源泉徴収による納税の告知は、確定した税額についての税務署長の意見が初めて公にされるものであり、告知に先立って税額の確定が納税者の申告や税務署長の処分によってなされるわけではなく、支払者が納税義務の存否や範囲を争ううえで障害となるべきものはないから、抗告訴訟もなしうる（百選59）
　　　　　・税関長による禁制品該当の通知（関税法に基づく輸入許可申請→禁制品該当通知のみ）は、行政庁のいわゆる観念の通知にあたるが、通知によって輸入許可が得られないことが明らかになると同時に、通知以外の応答的行政処分をすることはおよそ期待できないところであり、他方、輸入申告者は輸入許可を受けずに貨物を輸入することは禁止されている（関税法111）から、貨物を適法に輸入する道が閉ざされるに至ったものといわなければならない。許可なしに輸入できないという一般的抽象的な制約は本件通知によって特定的具体的なものに転化し、この制約は法律上の効果であるから、処分性を有する（百選165）
　　　　　　　→通知後応答なしの状態は、行政指導＋事実状態にすぎない？

　　　　　　　→事実上通知の取消を認めなければ権利救済が図れないのは重要な要素だが、具体的な権利義務の確定があるのか否かの判断は崩されていない
　　　　　・食品衛生法違反通知書による通知（食品衛生法に基づく輸入届出→厚労相の届出済証→関税法に基づく輸入許可申請→税関長の応答）について、食品衛生法16条は厚生労働大臣に輸入届出にかかる食品が法に違反するかどうかの認定判断する権限を付与しているから、認定判断の結果を告知して応答すべきことを定めているといえる。一方関税法70条2項3項によれば食品衛生法による輸入届出の手続が完了したことを税関に証明しなければ輸入は許可されないものと解される。そうすると、本件通知は、食品衛生法に違反すると認定して届出済証を交付しないと決定したことを通知する趣旨であって、本件通知によって原告は輸入の許可も受けられなくなり、通関実務の下で輸入申告書を提出しても不受理になるのである。よって本件通知は上記法的効果を有するものであるから、取消訴訟の対象となる（最判H16.4.26）
　　　　　　　→「届出済証がなければ必ず税関長が輸入許可をしない」という関係が前提
　　　　　　　→関税法70Ⅱの解釈によるが、食品衛生法違反の有無を税関長が判断できるとは思えない

　　　　　・病院開設中止勧告（地域医療計画→医療法に基づく開設許可申請→行政指導→不服従でも許可→病院建設→健康保険法による保険医療機関指定申請→指定拒否）は、医療法上は任意に従うことを期待してされる行政処分だが、従わない場合には相当程度の確実さをもって保険医療機関の指定を受けることができなくなるという結果をもたらす。保険医療機関の指定を受けることができない場合には実際上は病院開設自体を断念せざるを得ないのであるから、中止勧告は処分性を有するというべき（百選167）
　　　　　　　→「相当程度の確実さ」は運用実態に過ぎないが…
　　　　　　　→後続処分まで待つことは、病院建設を前提とする以上、不利益が大きいから

　　　　　・反則金の納付通告は、反則金を納入すべき法律上の義務を生じさせるわけではなく、任意に納付したときは公訴提起されないにすぎない。道交法は通告の理由となった反則行為の不成立等を主張する場合は、反則金を納付せずに公訴提起によって開始される刑事手続の中で争うべきであるとしており、刑事手続と行政訴訟手続との関係について複雑困難な問題を生じさせないためにも、反則金納付通告を抗告訴訟によって争うことはできない（百選168）
　　〔b〕公証行為

　　　　　・住民票への記載は、いわゆる公証行為であってそれ自体で国民の権利義務を形成し範囲を確定する法的効果を有するものではないが、住民基本台帳法／公選法は選挙人名簿の登録は台帳を基に行うこととしているから一定の法的効果が与えられているということができる。しかし世帯主との続柄がどのように記載されるかは、何らかの法的効果を有すると解すべき根拠はない（百選60）
　（3）法的効果が抽象的な場合―――→事業計画／法律や条例の制定
（4）公権力の行使に当たらない行為→民事訴訟との限界
　　　　　・供託官による供託金取戻請求の却下について、却下処分を不当とする者は審査請求という特別の不服審査手続を設けているから、却下行為は行政処分といえる（百選155）
　　　　　・労災就学援護費の不支給決定（委任命令はあるが通達が主な手続規定）について、援護費制度の仕組みをかんがみれば保険給付を補完するための福祉事業として規定されており、具体的に支給を受けるためには労基署長に申請して要件具備の確認を受けなければならず、支給決定によって初めて具体的な支給請求権を取得するものであるから、不支給決定は法を根拠とする優越的地位に基づいて一方的に行う公権力の行使であり、遺族の権利に直接影響を及ぼすものであるから、抗告訴訟の対象となる（百選166）
　　　　　・開発行為に対する公共施設管理者たる市長の不同意（市街化調整区域における開発行為→施設管理者に対する開発行為同意申請→同意→知事に対する許可申請）は、公共施設の適正な管理上、開発行為が相当でない旨の公法上の判断を表示する行為であり、同意がなければ開発はできないが、同意を拒否する行為それ自体によるものではない。公法上の判断については立法政策上、抗告訴訟の対象とすることも可能ではあるが、都市計画法にはこの点について何ら規定がなく、抗告訴訟の対象となる処分ということはできない（百選162）
　　　　　・空港の離発着のためにする供用は運輸大臣の有する空港管理権と空港行政権という二種の権限の総合的判断に基づいた不可分一体的な行使の結果であるから、原告の航空機使用差止請求は不可避的に空港行政権の行使の取消変更／発動を求める請求を包含することになる。したがって行政訴訟の方法により何らかの請求ができるかどうかはともかくとして、通常の民事上の請求として私法上の給付請求権を有するという主張は成立しない（百選157）
　　　　　・自衛隊機の航空に関する防衛庁長官の権限行使は、運行に必然的に伴う騒音などについて周辺住民の受忍を義務付けるものであり、権限行使は騒音により影響を受ける周辺住民との関係においては公権力の行使に当たる行為となるから、行政訴訟としてどのような要件の下にどのような請求をすることができるかはともかくとして、差止請求は不適法である（百選158）
　　　　　・国有普通財産の払下は私法上の売買と解すべき（百選154）

［2］原告適格
　【1】概念

　　　　　・取消訴訟において出訴できる資格→行訴法により明確化（9Ⅰ）

　　　　　・名宛人は処分によって権利が侵害される―→処分が適法なら不利益を甘受しなければならない

　　　　　・第三者は処分によって利益が保護されない→処分が適法なら保護されるはず

　【2】法律上の利益（行訴9Ⅰ）の解釈
　　　　　・取消し訴訟は当該処分／裁決の取消しを求めるにつき法律上の利益を有する者に限り、提起することができる（9Ⅰ）

　　　　　・法律上保護された利益説

　　　　　　　→利益が法律によって保護されていること＝原告主張の利益が処分要件になっていること（保護範囲）

　　　　　　　→一般的公益に吸収されない個別的利益であること（個別保護）

　　　　　・処分の根拠となる法令の文言のみによることなく、①「法令の趣旨／目的」②「考慮されるべき利益の内容／性質」を考慮する（9Ⅱ前）
　　　　　　　→①については当該法令と目的を共通にする関連法令があるときはその趣旨目的も斟酌する（9Ⅱ後）

　　　　　　　→②については法令違反の場合に害される利益の内容や性質／害される態様や程度も勘案する（同）

　　　　　・法律上の利益を有する者とは、当該処分により自己の権利や法律上保護された利益を侵害された者or必然的に侵害されるおそれがある者をいい、当該処分を定めた行政法規が、不特定多数者の具体的利益を専ら一般的公益の中に吸収解消させるにとどめず、それが帰属する個々人の個別的利益としてもこれを保護すべきものとする趣旨を含むと解される場合には、このような利益も法律上保護された利益にあたる。個々人の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨を含むか否かは、当該行政法規の趣旨目的／当該行政法規が当該処分を通して保護しようとしている利益の内容性質等を考慮して判断すべきである（判例法理）

　【3】具体的判例

　　（1）競業者・競願者

　　　　　・公衆浴場法の許可制は、国民保険や環境衛生という公共の福祉の見地のほか、被許可者を濫立による経営の不合理化から守ろうとする意図をも有するものであるから、適正な許可制度の運用によって保護されるべき既存業者の営業上の利益は、単なる事実上の反射的利益にとどまらず公衆浴場法によって保護される利益にあたる（百選18）
　　　　　・放送局免許の拒否処分について、同一周波を巡って競願関係にあるXへの拒否処分とAへの免許付与は表裏の関係にあるものであり、拒否処分が取消された場合には郵政大臣は改めて優劣の判定をなすべきであって拒否処分のみの取消を求める場合でも結果によってはAに対する免許を取消してXに免許を付与することもあり得るから、拒否処分の取消がAの免許取消を招来するものでないことを理由に訴えの利益を否定することはできない（百選178）
　　　　　　　→競願の場合拒否処分の違法は全体に影響するはずであり、実質的には一体として取り扱うべき性質
　　　　　　　→拒否処分取消認容判決の拘束力により行政庁は改めて決定をやり直さなくてはならない

　　　　　　　→免許付与の取消請求も可能
　　（2）規制法における付近住民

　　　　　・定期航空運送事業の免許（運輸大臣→JAL）について、航空法は航空機騒音の防止を目的に含み、関連法規である航空機騒音防止法は運輸大臣に騒音防止のための各種措置を講ずる権限を与えているから、運送事業免許の審査においてはその趣旨を踏まえ、申請事業計画を騒音障害の有無や程度の点からも評価すべきであるから、航空機騒音によって社会通念上著しい障害を受ける者には免許取消を求める原告適格が認められる（百選170）
　　　　　・原子炉設置の許可（首相→動燃）について、原子炉等規制法の設置許可基準3号4号の趣旨は、原子炉が深刻な災害を引き起こすおそれがあることにかんがみて原子炉の設置が災害防止上支障ないものと認められない限り許可処分をしてはならないという点にあり、事故が起こったときは原子炉施設に近い住民ほど被害を受ける蓋然性が高く、生命身体に直接的かつ重大な被害を受ける者と想定されるから、許可基準の趣旨や考慮する被害の性質にかんがみると、許可基準の各号は単に公衆の利益を一般的公益として保護しようとするにとどまらず、事故がもたらす災害により直接的かつ重大な被害を受けることが想定される範囲の住民の生命身体の安全を個々人の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨を含む（百選173）
　　　　　　　→「被害の重大性」が強ければ、「範囲の確定」が不明確でも認められる方向
　　　　　・鉄道高架化事業の認可（建設大臣→東京都）について、都市計画法は健康で文化的な都市生活の確保を定めるほか、公害防止計画との適合性、住民の意見を反映させるための必要な措置を設けているし、東京都では環境影響評価条例が制定されている。また、都市計画法ないし関連法令に違反した違法な決定等がなされた場合には、事業に起因する騒音や振動による被害を直接的に受けるのは、事業地の周辺の一定範囲の地域に居住する住民に限られ、その被害の程度は居住地が事業地に接近するに連れて増大する。したがって都市計画法の規定は、趣旨や目的にかんがみ、事業地の周辺地域に居住する住民に対して違法な事業に起因する騒音や振動によって健康や生活環境にかかる著しい被害をうけないという具体的利益を保護しようとするものと解されるところ、被害の内容／性質／程度に照らせば、この具体的利益は一般的公益の中に吸収解消させるのは困難である。したがって事業実施により騒音や振動により健康や生活環境にかかる著しい被害を直接的に受けるおそれのある者は、事業認可の取消を求める法律上の利益がある。なお付属街路事業は別個の独立した都市計画事業であるから、街路事業の事業地内の不動産について権利を有しない者は原告適格は認められない（百選176）
　　　　　・林地開発許可（知事→開発業者）について、森林法の規定は災害防止機能という森林の有する公益的機能の確保を図るとともに、災害による被害が直接的に及ぶことが想定される近接する一定範囲に居住する住民の生命身体などを個々人の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨をも含む。しかし周辺地の所有権など財産権までを個々人の個別的利益として保護すべきものとする趣旨を含むと読み取ることは困難であるから、周辺居住者は原告適格を有するが、周辺地の立木所有者／川から取水している営農者に原告適格はない（百選174）
　　　　　・保安林指定の解除について、森林法は保安林の指定に「直接の利害関係を有する者」の申請／意見書の提出／聴聞手続の参加を認めていることを考えると、法は森林存続によって不特定多数者の受ける生活利益のうち一定の範囲のものを公益と並んで保護すべき個人の個別的利益ととらえ、かかる利益帰属者に対して保安林指定について利益主張できる地位を付与していると解されるから、直接の利害関係を有する者は違法な保安林の指定解除よって自己の利益を害された場合には原告適格を有する（百選180）
　　　　　・総合設計許可と建築確認（知事→ビル業者）について、建築基準法が容積率／高さ制限の緩和の要件として必要な空間の確保を求めているのは、日照通風など快適な居住環境を確保するとともに、倒壊や炎上など万が一の事態が生じた場合に周辺建築物や居住者に重大な被害が及ばないようにするためである。したがって、当該建築物の倒壊や炎上等による被害が直接的に及ぶことが想定される一定範囲の地域に存する居住者の生命身体の安全／財産としての建築物を個々人の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨を含むと解すべきである（百選177）
　　　　　・パチンコ営業の許可（都公安委→パチンコ業者）について、風営法施行令6条1号ロ（学校など特に周辺の良好な風俗環境を保全する必要がある施設で条例に定めるものの周辺地域）は特定施設の設置者の有する個別的利益を特に保護しようとするものと解されるが、同号イ（住居が多数集合し住居以外の用途に供される土地が少ない地域）は一定の広がりのある地域の良好な風俗環境を一般的に保護しようとしていることが明らかであるから専ら公益保護の観点から基準を定めていると解するのが相当である（百選175）
　　　　　・公有水面埋立免許（知事→電力会社）について、旧埋立法には当該公有水面の周辺で漁業を営む者の権利を保護することを目的として埋立免許権や竣功許可権の行使に制約を課している明文の規定はなく、漁協組合員に原告適格はない（百選169）
　　　〔c〕一般消費者ほか
　　　　　・特急料金値上げ認可（陸運局長→近鉄）について、地方鉄道法に基づく認可処分は、利用者の契約上の地位に直接影響を及ぼすものではなく、利用形態のいかんによって差異を生じるものではない。また同条の趣旨はもっぱら公共の利益を確保することにあるのであって、鉄道利用者の個別的な権利利益を保護することにあるのではない（百選171）
　　　　　・史跡指定の解除（県教委→遺跡）について、文化財享有権なる観念は法律上の具体的権利をは認められず県文化財保護条例に文化財の保存活用から受ける利益を個々人の個別的利益として保護すべきものとする趣旨を明記しているものはなく、合理的解釈によっても導くことはできないから、もっぱら国民県民の利益は公益の実現を通じて図ることとしている。学問研究上の利益の保護についても特段の配慮をしていると解しうる規定もない（百選172）
　　　　　　　→原告は憲13／23／25／26から文化財享有権を主張したが…
［3］狭義の訴えの利益
　【1】行政処分の効力が消滅した場合

　　（1）処分の完了

　　　　　・建築確認（建築確認→完了検査→検査済証交付or違反是正命令）は、工事着手前に計画が関係規定に適合していることを公権的に判断する行為であって、確認を受けなければ工事ができないという法的効果が付与され、関係規定に違反する建築物の出現を未然に防止することを目的としている。しかし工事完了後の検査は、建築物が関係規定に適合しているかどうかを基準とし、建築確認に係る計画通りであるかどうかを基準とするものでない以上、違反是正命令を発するかどうかは特定行政庁の裁量に委ねられているから、建築確認の存在は検査済証の交付拒否／違反是正命令の法的障害となるものではない。また建築確認を違法として判決で取消したとしても検査済証の交付拒否／違反是正命令の法的拘束力が生じるものでもない。したがって建築確認はそれを受けなければ工事ができないという法的効果を付与されているにすぎず、当該工事が完了した場合においては建築確認の取消を求める訴えの利益は失われる（百選181）
　　　　　　　　→工事を許可する以上、工事が完成すれば対象が消滅するが、なお法的効力が残るなら…
　　　　　　　　→工事の結果を適法として通用させる効力は？（建築確認は工事の結果を正当化しない）
　　　　　　　　→権利利益のための効果が付与されている？（是正命令に建築確認は影響を与えない）
　　　　　・開発許可（開発許可→検査済証）は、都市計画法所定の要件に適合しているかどうかを公権的に判断する行為であり、これを受けなければ開発行為ができないという法的効果を有するものであり、開発行為に関する工事が完了したときは、開発許可の有する法的効果は消滅する（判例）
　　　　　　　　→開発許可＝建築確認という判断だが…
　　　　　　　　→「工事が開発許可の内容に適合しているときは検査済証を交付する」（都計法36Ⅱ）

　　　　　　　　→許可があれば検査済証交付を原則としている以上、効果は残存しているといえる？

　　　　　・町営土地改良事業施行の認可（知事の土地改良事業施行認可→土地改良事業完了→換地計画認可→町長の換地処分）は、土地改良事業の施行権を付与するものであり、認可後の換地処分など一連の手続及び処分は認可処分が有効に存在することを前提とするものであるから、認可処分が取消されれば換地処分等の法的効力が影響を受けることは明らかである。したがって事業計画にかかる工事／換地処分がすべて完了したため、社会的経済的損失の観点から事業施行以前の原状回復が社会通念上不可能であるとしても、そのような事情は行訴法31条（事情判決）の適用に関して考慮される事情であって、取消しを求める法律上の利益を消滅させるものではない（百選182）
　（2）時間の経過

　　　　　・皇居外苑使用の不許可について、使用日が経過すれば判決を求める法律上の利益は喪失する（百選63）
　　　　　・放送局の予備免許更新について、形式上は免許期間の満了と再免許の交付であるが、期間満了後ただちに再免許が与えられ継続して事業が維持されている場合には、免許期間の更新と実質において異なることはないから、免許失効の場合と同視して訴えの利益を否定するのは相当ではない（百選178）
【2】事後的な事情の変化
　　　　　・保安林指定の解除について、原告適格の基礎は解除処分により洪水や渇水の防止上の利益を侵害されているところにあるから、代替施設の設置によって洪水や渇水の危険が解消され保安林存続の必要がなくなったと認められる場合は、もはや指定解除処分の取消しを求める訴えの利益は失われる（百選180）
【3】回復可能性がない場合

　　　　　・再入国の不許可（永住資格者による再入国申請→不許可→出国→永住資格喪失→再入国→上陸特別許可＋新在留資格）について、再入国許可は在留資格を存続させたまま出国／再入国を認める処分であり、在留資格が消滅した場合は、不許可処分が取消されても在留資格のままで再入国を認める余地はないから、取消しによって回復すべき法律上の利益を失う（百選183）
【4】9条1項括弧書
　　　　　・処分の効果がなくなった後においても取消しによって回復すべき法律上の利益を有する者

　　　　　・公務員の免許処分について、取消訴訟中に選挙に立候補したため復職の可能性がなくなるが、免職処分が取消されない限り免許処分の効力を保有し、違法な免許処分さえなければ公務員として有するはずであった給料請求権などの権利利益について裁判所に救済を求めることができなくなるから、訴訟を追行する利益を有する（判例）
　　　　　・弁護士の業務停止処分は、3年間の会長選投票を制限することにもなるから、その間は訴えの利益は失　　われない（判例）
　　　　　・運転免許停止処分について、原処分の記載のある免許証の所持により名誉／感情／信用を損なう可能性は認められるが、それは原処分がもたらす事実上の効果に過ぎず、停止処分の効力が喪失し、処分後1年間の無事故無処分で前歴が抹消された以上、取消訴訟によって回復すべき法律上の利益はない（百選179）
　　　　　　　→人格的利益の侵害は国賠で救済することは可能（ただし、過失なしという可能性も）

［4］その他の訴訟要件
　【1】被告適格
　　　　　・処分／裁決をした行政庁の所属する国／公共団体（11Ⅰ①）

　　　　　　　→行政庁が国／公共団体に所属しない場合には当該行政庁（11Ⅰ②）
　　　　　・故意重過失なく被告とすべき者を誤ったときは、原告の申立により、被告変更決定ができる（15Ⅰ）

　【2】裁判管轄

　　（1）事物管轄→地裁

　　（2）土地管轄

・被告の所在地／処分庁or裁決庁の所在地の両方の裁判所（12Ⅰ）

　　　　　・土地の収用など不動産や特定場所にかかる処分／裁決については不動産の所在地も（12Ⅱ）

　　　　　・処分／裁決に関して事案の処理にあたった下級行政機関の所在地も（12Ⅲ）

　　（3）特定管轄裁判所

　　　　　・独立行政法人などを被告とする場合は、特定管轄裁判所にも提起できる（12Ⅳ）
　【3】出訴期間

　　　　　・私人の権利救済の要請←調和→行政法関係の早期安定の要請

　　　　　・取消訴訟は、処分／裁決があったことを知った日から6カ月を経過すると提起できない（14Ⅰ）

　　　　　　　→正当な理由があるときはこの限りでない（14Ⅰ但）

　　　　　・知った日とは現実に知った日を指し、住所への送達など社会通念上、当事者の知り得べき状態に置かれたときは反証のない限り知ったものと推定できる（百選186）
　　　　　・取消訴訟は、処分／裁決の日から1年を経過すると提起できない（14Ⅱ）

　　　　　　　→正当な理由があるときはこの限りでない（14Ⅱ但書）

　　　　　・審査請求できる場合／誤って審査請求できると教示した場合、審査請求に対する裁決があったことを知った日から6カ月／裁決の日から1年を経過すると提起できない（14Ⅲ）
　【4】不服申立てとの関係

　　（1）自由選択主義

　　　　　・処分の取消しの訴えは、法令により審査請求できる場合においても直ちに提起することを妨げない（8Ⅰ）

　　（2）不服申立前置主義

　　　　　・法律で不服申立前置主義を定めている場合は裁決を経ることが原則（8Ⅰ但書）

　　　　　　　→例外：審査請求から3カ月しても裁決がない場合（8Ⅱ①）

　　　　　　　→処分執行や手続進行による著しい損害を避けるため緊急の必要がある場合（8Ⅱ②）

　　　　　　　→裁決を経ないことに正当な理由があるとき（8Ⅱ③）＝教示がなかった場合？
　　　　　・審査庁が誤って不適法却下した場合には、適法な不服申立を経たものとして扱う（百選189）
6-2-3（行政事件訴訟法）取消訴訟の審理
［1］審理の対象

　【1】違法性

　【2】違法の主張制限

　　（1）自己利益関連性

　　　　　・自己の法律上の利益に関係のない違法を理由として取消しを求めることはできない（10Ⅰ）
　　（2）理由の差替え
　　　　　・土地売買にかかる譲渡益について土地価額を6000万円と判断した税務署長の更正処分に対して取消訴訟が提起された後、税務署長は土地価額の判断に誤りはあっても譲渡価額が9450万円であるから更正処分は適法との抗弁を提出した場合、更正処分を争うについて原告に格別の不利益を与えるものではないから、一般的に青色申告書による申告について更正の理由とは異なるいかなる事実をも主張できると解すべきかどうかはともかくとして、本件では追加主張を提出することは妨げない（百選193）
　　　　　　　→訴訟物が違法性一般ならば処分理由は攻撃防御方法にすぎない
　　　　　　　→紛争の一回的解決を目指すなら差替えを認めるべき（否定すると逆に不正直な納税者が利益を得る）

　　　　　　　→無制限に差替えを認めると、青色申告更正処分に対する理由付記制度の趣旨が没却される

　　　　　　　→差替えにより結果的に適法な税額であったとしても、理由付記による手続保障には固有の価値？

　　（3）行政審判に係る主張制限

　　　　　・実質的証拠法則＝行政処分で認定した事実につき実質的証拠があるときは、事実認定につき裁判所を拘束

　　　　　　　→独禁法による公取委の事実認定など
　【3】違法の判断時期
　　　　　・取消訴訟において裁判所の判断すべきことは係争の行政処分が違法に行われたかどうかの点であり、処分後の改正法律によって行政処分をしたのではないから裁判所が改正法律によって処分の当否を判断することはできない（百選200）
　　　　　　　→事後的な適法化は狭義の訴えの利益／瑕疵の治癒の問題になる
［2］訴訟主体の役割

　【1】処分権主義

　【2】弁論主義

　　　　　・必要があると認めるときは、職権で証拠調べできるが、結果について当事者の意見を聴く（24）

　　　　　　　→職権証拠調べは裁判所の権限であって義務ではない（判例）

　　　　　　　→職権探知主義は特別の法律の根拠がない以上、認められない（通説）
　【3】職権進行主義
　【4】釈明処分の特則

　　　　　・訴訟関係を明確にするため必要があると認めるときは次の処分ができる（23の2Ⅰ）

→当該行政庁が保有する処分の原因事実／理由を明らかにする資料の一部全部の提出（同①）

　　　　　　　→当該行政庁以外が保有する処分の原因事実／理由を明らかにする資料の一部全部の提出（同②）

［3］審理過程の諸問題
　【1】関連請求の移送と併合

　　　　　・取消訴訟と関連請求が別の裁判所に係属する場合、相当と認めるときは取消訴訟の裁判所に移送可能（13）

　　　　　　　→処分に関連する原状回復／損害賠償の請求（同①）
　　　　　　　→処分とともに1個の手続を構成する他の処分（同②）
　　　　　　　→処分にかかる裁決の取消／裁決にかかる処分の取消（同③④）
　　　　　　　→その他取消しの請求と関連する請求（同⑥）

　　　　　・取消訴訟は関連請求に係る訴えを併合することができる（16Ⅰ）

　　　　　・数人の請求／数人に対する請求が取消訴訟と関連請求の場合に限り、共同訴訟とすることができる（17Ⅰ）

　　　　　・第三者は取消訴訟の口頭弁論終結まで、当事者の一方を被告として関連請求を併合提起できる（18）

　　　　　・原告は取消訴訟の口頭弁論終結まで、関連請求を併合提起できるが、高裁に係属しているときは被告の同意が必要（19Ⅰ）

　　　　　　　→当該処分の審査請求棄却の裁決取消を併合提起する場合は、被告の同意は不要であり、処分取消の訴えは裁決の取消の訴えを提起したときに提起されたものとみなす（20）

　【2】訴えの変更

　　　　　・取消訴訟を損害賠償その他の請求に変更することが相当と認めるときは、請求の基礎に変更がない限り、原告の申立により、決定をもって、訴えの変更を許すことができる（21Ⅰ）

　　　　　　　→損害賠償を併合せずに取消訴訟の訴えの利益が消滅した場合などに有効

　【3】訴訟参加
　　（1）第三者の訴訟参加
　　　　　・訴訟の結果により権利を害される第三者を、申立／職権で、訴訟に参加させることができる（22Ⅰ）

　　　　　　　→取消認容判決は第三者に対しても効力を有するので（32Ⅰ）

　　（2）行政庁の訴訟参加

　　　　　・処分／裁決をした行政庁以外の行政庁を、必要と認めるときは、訴訟に参加させることができる（23Ⅰ）

　　　　　　　→関係処分庁の参加により訴訟資料の充実と適正な審理を確保する

　【4】立証責任

　　　　　・公定力により適法性の推定を受けるから原告が立証責任？

　　　　　・法律要件分類説に従い、権限行使規定と権限不行使規定により立証責任を配分？

　　　　　　　→より実質的に、侵害処分は原則として行政庁だが、申請拒否処分は原告の地位を考慮して判断？

　　　　　・行政処分の無効確認を求める訴訟においては、無効確認を求める者が、裁量権の逸脱濫用／違法が重大かつ明白であることを主張立証しなければならない（百選199）
　　　　　・原子炉設置許可処分の取消訴訟において、行政庁の判断に不合理な点があることの主張立証責任は本来原告が負うべきものだが、安全審査に関する資料を被告側が保持することなどを考慮すると、まず行政庁の側が判断に不合理な点がないことを相当の根拠と資料に基づいて主張立証する必要があり、主張立証を尽くさない場合は判断に不合理な点があることが事実上推認される（百選74）
　【5】文書提出命令
　　　　　・行政事件訴訟法には明文規定なく、民訴219条以下の規定を活用
　　　　　　　→公務員の職務上の秘密文書で、提出により公共利益の侵害／公務遂行に著しい障害（220④ロ）
　　　　　　　→専ら所持者の利用に供するための文書は、公務員が組織的に用いるものを除く（220④ニ）

　【6】執行停止制度

　　（1）執行不停止の原則

　　　　　・処分の取消しの訴えの提起は、処分の効力／処分の執行／手続の続行を妨げない（25Ⅰ）

　　　　　　　→行政庁の処分については、民事保全法に規定する仮処分をすることはできない（44）

　　（2）執行停止制度

　　　　　・処分／処分の執行／手続の続行により生ずる重大な損害を避けるため緊急の必要があるときは、申立てにより、決定をもって、全部一部を停止することができる（25Ⅱ）

　　　　　　　→重大な損害の判断には損害の回復困難の程度を考慮し、損害の性質／処分の性質も勘案（25Ⅲ）

　　　　　　　→処分の効力の停止は、執行停止／続行停止では目的を達成できない場合に限る（25Ⅱ但）

　　　　　　　→公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれ／本案について理由がないときは、停止できない（25Ⅲ）
　　　　　　　→執行停止が確定しても、理由の消滅／事情の変更により、執行停止決定を取消すことができる（26）

　　（3）執行停止の内容と効果
　　　　　・第三者に効力を有し（32Ⅱ）、行政庁や関係行政庁を拘束する（33Ⅰ）
　　（4）執行不停止の限界

　　　　　・侵害的な処分に対しては効果があるが、回復すべき現状がない授益的な処分については意味がない

　　　　　　　→授益的な処分についてはそもそも執行停止決定の利益がなく、申立てもできない

　　　　　　　→仮の義務付けでいくしかない

　　（5）内閣総理大臣の異議

　　　　　・執行停止の申立て／決定があった場合、内閣総理大臣は異議を申立てることができる（27Ⅰ）

　　　　　　　→異議には、公共の福祉に重大な影響を及ぼす事情を理由として付さなければならない（27ⅡⅢ）

　　　　　　　→異議は、やむを得ない場合でなければできず、異議を述べたときは国会に報告する（27Ⅳ）

　　　　　　　→異議があれば裁判所は執行停止ができず、決定しているときは取消さなければならない（27Ⅲ）
　　　　　・異議制度の合憲性は、執行停止権限を行政権とみるか司法権とみるかが焦点
［7］教示制度

　　　　　・行政庁は取消訴訟を提起できる処分をする場合には、処分の相手方に対して、次の事項を書面で教示しなければならない（46Ⅰ）
　　　　　　　→被告とすべき者①／出訴期間②／審査請求前置の場合はその旨③
　　　　　　　→当該処分を口頭でする場合には、教示をする必要はない（46Ⅰ但）
　　　　　・審査請求に対する裁決のみ取消訴訟を提起できる場合／形式的当事者訴訟の場合も教示義務（46ⅡⅢ）
6-2-4（行政事件訴訟法）訴訟の終了
［1］判決によらない終了
　【1】訴えの取下げ→民訴の例による（7）

　【2】裁判上の和解→民訴の例による（7）
　　　　　・行政庁は法律に従って処分をしなければならず、適法と考える以上は最後まで争うべき？
　　　　　　　→和解も行政庁の裁量権の範囲内？互譲の精神ではなく公益判断だが…

　【3】原告の死亡

［2］判決による終了→却下／認容／棄却／事情判決

［3］認容判決の効力
　【1】形成力

　　　　　・認容判決の確定により行政処分は（行政庁の取消なくとも）処分時に遡って効力を失う
　　　　　　　→原告との関係では行政処分は初めからなかったことになる（原状回復機能）

　【2】第三者効

　　（1）意義

　　　　　・処分／裁決を取消す判決は第三者に対しても効力を有する（32Ⅰ）

　　　　　　　→利害を有する第三者は、第三者の訴訟参加（22）／第三者の再審の訴え（34）で手続保障

　　（2）内容

　　　　　・行政処分は対世的に効力を失い、すべての人との関係でも判決は効力を有する（絶対的効力説）

　　　　　　　→客観的法秩序維持機能を重視する方向／原則として絶対的効力を有するとみるべき？

　　　　　・原告と第三者との関係で判決は効力を有するだけ（相対的効力説）

　　　　　　　→主観的な権利保護機能を重視する方向
　　　　　　　→違法事由が原告との関係のみにかかる場合／処分の性質が原告だけを別異に扱う場合には？
　【3】既判力

　【4】拘束力

　　　　　・処分／裁決を取消す判決は行政庁／関係行政庁を拘束する（33Ⅰ）

　　　　　　　→申請拒否処分については、判決の趣旨に従って改めて処分／裁決しなければならない（33Ⅱ）
　　　　　　　→同一理由で同一の処分はできないが、別理由で同一の処分をすることはできる

［4］棄却判決の効力
　　　　　・既判力のみが問題になる

　　　　　　　→棄却判決後の国賠訴訟では原告の違法主張は封じられる？国賠の違法の法が広い？

　　　　　　　→認容判決後の国賠訴訟でも被告の適法主張は封じられる？

［5］事情判決の効力

　　　　　・処分／裁決が違法だが、取消すことで公の利益に著しい障害を生ずる場合、原告の損害の程度や賠償や防止の程度方法など一切の事情を考慮したうえ、取消が公共の福祉に適合しないと認めるときは、請求を棄却することができる（31Ⅰ）

　　　　　　　→主文で処分の違法を宣言しなければならない（31Ⅰ但）
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